
博士論文

震源特性の偶然的不確実性に起因する
地震動予測のばらつきに関する研究

引田　智樹





目次

第 1章 序論 1
1.1 研究の背景と目的 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1
1.2 既往研究の整理 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3

1.2.1 地震動予測の方法に関する研究 . . . . . . . . . . . . . . . . 3
1.2.2 断層パラメータの不確実性と地震動予測のばらつきに関する

研究 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5
1.2.3 観測記録を用いた地震動振幅のばらつきに関する研究 . . . . 7
1.2.4 地震ハザード解析と地震動予測の不確実性に関する研究 . . . 8

1.3 論文の構成 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11

第 2章 震源特性の偶然的不確実性による観測地震動振幅のばらつきの分析 13
2.1 はじめに . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13
2.2 分析方法 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14
2.3 データ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15
2.4 検討結果 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23

2.4.1 ばらつきの大きさ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23
2.4.2 地震規模に対するばらつきの特徴 . . . . . . . . . . . . . . . 28
2.4.3 震源距離に対するばらつきの特徴 . . . . . . . . . . . . . . . 38
2.4.4 その他の特徴 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

2.5 まとめ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 67

第 3章 断層モデルによる地震動応答スペクトルの評価方法 69
3.1 はじめに . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 69
3.2 評価方法 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 69

3.2.1 各領域からのフーリエスペクトル振幅の評価 . . . . . . . . . 70
3.2.2 加速度時刻歴包絡形に基づく主要動区間の評価 . . . . . . . . 73
3.2.3 主要動区間のフーリエスペクトルの評価 . . . . . . . . . . . 76
3.2.4 最大応答加速度分布の評価 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 76

3.3 統計的グリーン関数法との比較による評価結果の妥当性確認 . . . . 78
3.4 断層パラメータの変動による予測地震動振幅のばらつきに関する基

本性状 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 99

i



3.4.1 検討方法 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 99
3.4.2 加速度応答スペクトル評価結果 . . . . . . . . . . . . . . . . 105
3.4.3 断層パラメータの変動が予測地震動振幅に与える影響 . . . . 125

3.5 まとめ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 136

第 4章 震源特性の偶然的不確実性を考慮した地震動振幅のばらつきのシミュ
レーション 139

4.1 はじめに . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 139
4.2 断層パラメータの不確実性の条件 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 139
4.3 地震動振幅のばらつきのシミュレーション . . . . . . . . . . . . . . 149

4.3.1 評価条件 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 149
4.3.2 評価結果 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 154

4.4 大地震を対象とした地震動予測のばらつきの評価 . . . . . . . . . . . 165
4.4.1 評価条件 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 165
4.4.2 評価結果 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 166

4.5 まとめ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 177

第 5章 結論 179

参考文献 185

謝辞 193

ii



第1章 序論

1.1 研究の背景と目的
特定の地震を対象とした地震動予測において、断層破壊のシナリオを仮定した断
層モデルを用いて地震動予測を行う場面が増えている（例えば地震調査研究推進本
部 [1]、以後は地震本部と略す）。このような断層モデルを用いた地震動予測では、断
層面上のすべりの不均質性や破壊伝播の効果を考慮して、断層近傍における現実的
な地震動を予測することができるため、その結果は特定の地震に対する構造物の耐
震安全性検討のための地震外力に関する重要な情報となり得る。しかし、将来発生
する地震の断層破壊が、事前に仮定した断層モデルと一致するとは限らないこと、
断層モデルの条件が少し変われば、地震動予測結果が大きく変動する可能性がある
ことから、一つのシナリオに基づいた予測のみでは不十分であることが指摘されて
いる（日本建築学会 [2]）。そのため、多くの事例（例えば地震本部 [1]）では、対象と
なる地震に対し、震源特性の偶然的不確実性を考慮して断層破壊様式が異なる複数
のシナリオを仮定した地震動予測を行っているが、それでも限られた数ケースの想
定のみでは不確実性を十分に考慮したことにはならない。起こり得る可能性に十分
配慮して、震源特性の偶然的不確実性による地震動予測のばらつきを把握すること
は、断層モデルを用いた地震動予測における重要な課題の一つである。
近年、地震動予測を目的とした断層モデルの設定に関して、過去の知見に基づい
た平均的な断層モデルを設定する方法が提案されており（入倉・三宅 [3],地震本部 [4]

など）、多くの地震動予測で利用されている。これらの断層モデル設定方法を前提と
した上で、断層パラメータの偶然的な変動による地震動予測結果のばらつきについ
て、地震動シミュレーションに基づいた研究が行われている（奥村・他 [5],山田・他
[6],糸井・他 [7] など）。これらの研究では、断層パラメータを変動させた断層モデル
のサンプルを多数作成し、全サンプルに対する地震動予測を行って、震源特性の偶
然的不確実性に起因する地震動予測結果のばらつきを評価している。これらのモン
テカルロ法に準じたアプローチは予測地震動振幅の分布を評価するための有効な手
段の一つである。予測地震動振幅の分布から、振幅と発生確率の関係を議論するこ
とができるため、将来的には地震ハザード評価への活用が期待できる。しかし、こ
れらの予測地震動振幅の分布評価における大きな課題として、検討にあたってどの
ような不確実性を考えるべきかが明確でないことが挙げられる。既往研究（奥村・
他 [5],山田・他 [6],糸井・他 [7]）においても、どのような断層パラメータの変動を対
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象とするか、また、その変動の条件をどう仮定するかについて、研究によって差異
があり、結果として得られる地震動予測結果のばらつきにも大きな乖離が生じてい
る。現状では、検討において与条件となる不確実性の考え方が明確でなく、ばらつ
きの定量的な評価に関して検討の余地がある。
また、計算方法にも課題がある。一般的に、モンテカルロ法を利用した頻度分布
の評価には多くのサンプル数が必要である。特に大振幅地震動のような低頻度の事
象が検討対象となる場合には、膨大な計算サンプル数が必要である。現在では、工
学的に重要な短周期成分を含む広周期帯域の地震動予測を行う方法として統計的グ
リーン関数法（釜江・他 [8],香川 [9]など）が多く利用されている。評価条件・計算環
境にもよるが、統計的グリーン関数法によって、多数の断層モデルによる地震動予
測を、多数の評価点に対して行うことは簡単ではない。今後、不確実性に関する詳
細な検討や、低頻度の事象を対象とした検討を行うためには、さら多くの計算量が
必要になると考えられ、多数サンプルの計算を効率的に行うための計算方法の工夫
が必要である。
本研究の目的は、震源特性の偶然的不確実性に起因する地震動予測のばらつきの
評価に関して、上記の課題に対処した合理的な評価方法を提案すること、および提
案法を利用して予測地震動振幅のばらつきを定量的に評価することである。上記の
課題のうち、不確実性の考え方に関する課題については、地震観測記録に基づいて
震源特性の偶然的不確実性に起因する地震動振幅のばらつきの特徴を調査し、それ
らの観測事実と矛盾しない分布を得るために必要となる断層パラメータの変動の条
件を明らかにする。また、計算方法の課題については、地震動応答スペクトルの評価
に対象を絞り、仮定した断層モデルによる特定地点の地震動応答スペクトルの効率
的な計算方法を提案し、それを活用して予測地震動振幅の詳細な分布評価を目指す。

図 1.1: 震源特性の偶然的不確実性に起因する予測地震動振幅のばらつき評価のイ
メージ
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1.2 既往研究の整理
本研究に関係する既往研究を整理するとともに、本研究で対象とする問題を整理
する。

1.2.1 地震動予測の方法に関する研究

現在の地震動予測のための地震動計算方法は、経験的手法、半経験的手法、理論
的手法、およびハイブリッド合成法の 4つに大別される（地震本部 [4]）。ハイブリッ
ド合成法は半経験的手法により評価した短周期地震動と、理論的手法により評価し
た長周期地震動を組み合わせて広周期帯域の地震動を評価する手法であり、半経験
的手法と理論的手法を併用した方法である。
経験的手法は地震動予測式あるいは距離減衰式と呼ばれる関数を用いた方法であ
る。地震動予測式は多数の地震観測記録の回帰分析によって求められ、最大加速度
や応答スペクトル振幅などの地震動強さを、マグニチュードや震源距離などを説明
変数とする関数でモデル化する。国内の地震観測記録から作られた代表的な地震動
予測式として司・翠川 [10] や Kanno et al.[11] などが挙げられる。少ないパラメータに
よって平均的な地震動強さを簡便に予測できるという特徴があるが、通常は断層面
上のすべりの不均質性や破壊伝播の効果を考慮した評価はできないため、断層破壊
の影響を考慮した、震源近傍の現実的な地震動予測には適していない。
断層面上のすべりの不均質性や破壊伝播の効果を考慮した計算方法としては、半
経験的手法、理論的手法による運動学的な断層モデルを用いた方法が一般的である。
理論的手法は弾性波動論に基づいて媒質中の波動場を解析的あるいは数値的に解く
ことで地震動を評価する方法である。代表的な方法として三次元有限差分法（例えば
Graves[12]）が挙げられる。しかし、理論的手法によって周期数秒以下の短周期地震動
を評価することは、計算コストの問題や詳細な地下構造モデルが必要となることか
ら極めて困難である。現時点では、短周期地震動の予測手法として半経験的手法の
適用が最も現実的と言える。半経験的手法には、経験的グリーン関数法（Hartzell[13],
Irikura[14] など）と統計的グリーン関数法 (釜江・他 [8],香川 [9] など)がある。経験的
グリーン関数法は、地震動の評価に必要となるグリーン関数を数値計算により評価
する代わりに、中小地震による地震観測記録で代用し、断層面の破壊過程に応じて
重ね合わせる方法である。この方法では、経験的なグリーン関数として利用できる
適切な中小地震の観測記録の存在が前提となるが、適切な観測記録が常に存在する
とは限らないため、経験的グリーン関数法の適用には制限がある。一方、統計的グ
リーン関数法は、中小地震の観測記録の代わりに、統計的なスペクトル特性を与え
た模擬地震波を用いて地震動を合成する方法であり、観測記録の有無に関わらず適
用できることから、実務的な地震動予測では広く利用されている。
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半経験的手法の有効性は、多くの地震観測記録のシミュレーションによって確認
されている。特に 1995年兵庫県南部地震以後は、国内の地震観測網の整備により、
震源近傍の多数の観測記録を用いた検討が可能になり、経験的グリーン関数法、統
計的グリーン関数法による地震動シミュレーションが盛んに行われるようになった。
例として、Kamae and Irikura[15]による 1995年兵庫県南部地震のシミュレーション、
三宅・他 [16]による1997年3月および5月の鹿児島県北西部地震のシミュレーション、
池田・他 [17]による2000年鳥取県西部地震のシミュレーション、Kamae and Kawabe[18]

による 2003年十勝沖地震のシミュレーション、山本・竹中 [19]による 2007年新潟県
中越沖地震のシミュレーション、川辺・釜江 [20]による 2011年東北地方太平洋沖地震
のシミュレーションなどが挙げられる。これらのシミュレーションでは、断層モデ
ルとして、断層面上の地震波の放出が強い領域を抽出して、矩形領域により単純化
した断層モデルが用いられている。断層面上の地震波放出の不均質性や断層破壊様
式は震源近傍の地震動に大きな影響を及ぼすが、不均質性を単純化した断層モデル
を用いたこれらのシミュレーションによって、震源近傍の観測地震動を良く再現で
きることが確認されており、短周期成分を含んだ広周期帯域の地震動ミュレーショ
ンに対して、このような震源のモデル化が有効であると考えられている。以降では、
このような単純化した断層モデルを地震本部 [4]に倣い特性化震源モデルと呼ぶ。

Miyake et al.[21] は国内の 12個の内陸地震を対象として、経験的グリーン関数法
による地震動シミュレーション結果と地震観測記録のフィッティングに基づいて、
Kamae and Irikura[15]と同様の震源のモデル化を行い、強震動生成領域（strong motion
generation area）と呼ぶ主要な地震波生成領域の位置や大きさの推定を行った。そ
して、強震動生成領域の大きさと地震規模の間に相関性があること、その関係が
Somerville et al.[22]による、不均質すべり分布から求められたアスペリティ面積と地
震規模の関係と良く一致することを示した。このような地震規模に対する断層パラ
メータの特性は、与えられた地震規模に対して平均的な特性化震源モデルを設定す
るための重要な手掛かりとなる。入倉・三宅 [3]、Irikura[23] は、地震規模と断層パラ
メータの経験的関係（Somerville et al.[22]、Wells and Coppersmith[24]）に基づいて、地
震動予測のための平均的な特性化震源モデルの構築方法を提案している。これによ
り、過去のデータに基づいた標準的な特性を持ち、断層破壊の不均質性を反映した
断層モデルを簡単に設定できるようになり、想定地震に対する地震動予測において
頻繁に利用されるようになった。地震本部 [4]では、このような断層モデルの設定方
法に加えて、地下構造モデルの設定方法なども含めた地震動予測の方法論を「レシ
ピ」としてとりまとめ、想定地震の地震動予測に適用している（地震本部 [1]など）。
レシピ [25]に基づく特性化震源モデルと統計的グリーン関数法を用いた過去の地震の
短周期地震動のシミュレーション（地震本部 [26][27][28]）では、観測記録の応答スペク
トルレベルを概ね再現する結果が得られており、予測手法の有効性がある程度確認
されている。現在では、短周期地震動を対象とした実務的な地震動予測を行う場合
に、特性化震源モデルと統計的グリーン関数法を用いた地震動予測の適用が一般的
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となっている（内閣府 [29],東京都 [30]など）。なお、レシピ [4]による特性化震源モデル
では、すべりの大きな領域と強震動生成領域は一致した領域としてモデル化されて
おり、単にアスペリティと呼ばれている。以降では、特に区別する場合を除いて、地
震本部 [4]に倣い、断層モデル上の強い地震波を放出する領域のことをアスペリティ
という呼び方で統一する。

1.2.2 断層パラメータの不確実性と地震動予測のばらつきに関する

研究

レシピ [4]による特性化震源モデルは、強い地震波を放出するアスペリティと、そ
の他の地震波をあまり放出しない背景領域によって構成されている。モデルを表現
する主要なパラメータは断層面積、地震モーメント、短周期レベル、平均応力降下
量、アスペリティの面積、アスペリティの応力降下量の 6つである（壇・他 [31]）。こ
れらのパラメータは、アスペリティモデルの力学特性を表す関係式（Madariaga[32],
Boatwright[33]）や円形クラックモデルの力学的特性を表す式（Eshelby[34]）などに基
づいて相互に関係付けられており、断層面積や地震モーメント等を与条件として、
経験式と理論式によってその他のパラメータを求める手順がレシピ [4]にまとめられ
ている。
レシピ [4]ではパラメータ間の経験式が重要な役割を果たしている。例えば、地殻
内地震について、レシピ [4]（（ア）の方法）では、断層面積と地震モーメントの経験
式を利用して、与えられた断層面積から地震モーメントを設定する。このときの経
験式は、地震規模に応じてSomerville et al.[22]、入倉・三宅 [3]、Murotani et al.[35]によ
る経験式が使い分けられる。また、短周期レベルについては、壇・他 [36]の経験式を
利用して地震モーメントから設定される。これらの経験式を用いて断層パラメータ
を設定するということは、過去の知見に基づいて平均的な断層パラメータを設定す
ることにほかならない。しかし、これらの経験式の根拠になっているデータを見る
と、当然ながら個々のデータにはばらつきがあり、一つの地震について見た場合に
地震モーメントや短周期レベルの値が必ずしも経験式と一致しているわけではない。
当然、将来発生する地震の断層パラメータに対してもこのようなばらつきは生じ得
るため、これらの断層パラメータの不確実性による予測地震動の変動を把握してお
くことは重要である。
また、上記の主要な断層パラメータの他にも、地震動予測にあたりアスペリティ
の位置や破壊開始点の位置を設定する必要がある。これらは断層破壊様式を特徴付
ける重要なパラメータであり、震源近傍の地震動に大きな影響を及ぼす。現時点で
は、将来発生する地震のアスペリティの位置や破壊開始点の位置を、事前に十分な
精度で予測することはできないため、地震動予測では、これらのパラメータの不確
実性も考慮する必要がある。地震本部 [1]による想定地震の地震動予測では、アスペ
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リティ位置、破壊開始点位置に関して、それらの不確実性を考慮して、条件が異な
る数ケースのシナリオを仮定し、それぞれのシナリオに対する地震動予測を行って
いる。しかし、これら数ケースのシナリオによる検討だけで地震動予測の変動を十
分に把握できるとは考え難く、より定量的な検討が必要である。
複数のシナリオを仮定した地震動予測の延長線上の検討として、より多数のシナ
リオを用いて予測地震動振幅の分布を評価する試みが行われている。奥村・他 [5]は、
アスペリティの面積と位置、平均破壊伝播速度、破壊開始点位置の変動を対象とし
て、統計的グリーン関数法と三次元有限差分法のハイブリッド法によるシミュレー
ションによって予測地震動振幅のばらつきの特徴を調べている。山田・他 [6][37]は、短
周期レベル、アスペリティ位置、アスペリティの平均すべり量、平均破壊伝播速度、
破壊開始点位置の変動を対象として、統計的グリーン関数法と三次元有限差分法の
ハイブリッド法によるシミュレーションによって予測地震動振幅のばらつきの特徴
を調べている。糸井・他 [7]はアスペリティ面積、アスペリティの位置と個数、平均
破壊伝播速度、破壊開始点位置の変動を対象として、統計的グリーン関数法による
シミュレーションによって予測地震動振幅のばらつきの特徴を調べている。香川 [38]

は、地震モーメント、アスペリティ面積、アスペリティの位置と個数、平均破壊伝
播速度、破壊開始点位置の変動を対象として、統計的グリーン関数法によるシミュ
レーションによって予測地震動振幅のばらつきの特徴を調べている。また、特性化震
源モデルを用いた地震動シミュレーションとは異なるが、Ripperger et al.[39]は、動力
学的震源モデルに基づく地震動シミュレーションにより、初期応力の条件の違いを
考慮した多数サンプルのシミュレーションを行い、予測地震動振幅のばらつきを調
べている。これらのような、モンテカルロ法に準じたアプローチは、震源特性の不
確実性によって生じる予測地震動振幅の分布を評価するための有効な手段と言える。
結果として得られた予測地震動振幅の分布から、振幅と発生確率の関係を定量的に
議論することができるため、将来的には地震ハザード評価への活用も期待できる。
しかし、上記のようなシミュレーションによる予測地震動振幅の分布評価の課題
として、対象とする不確実性に対する考え方が明確ではないことが挙げられる。特
性化震源モデルを用いた既往研究（奥村・他 [5],山田・他 [6],糸井・他 [7],香川 [38]）に対
象を絞って比較しても、それぞれ変動を考慮した断層パラメータに違いがあり、各
パラメータの変動の条件にも違いがある。結果として、予測地震動振幅のばらつき
にも大きな違いが生じている。地震動予測において震源特性の不確実性をどのよう
に考えるべきか明確ではないため、現状では予測地震動振幅のばらつきの定量的な
評価に問題がある。定量的な評価のためには、震源特性の不確実性として、どの断
層パラメータの変動をどのように仮定すべきかを、合理的な根拠に基づいて示す必
要がある。
また、多数サンプルのシミュレーション方法に関する問題もある。一般的に、モ
ンテカルロ法を利用した頻度分布の評価には多くのサンプル数が必要である。特に
大振幅地震動のように平均から大きく外れた低頻度の事象を対象とする場合、予測
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地震動の分布のすそ野を適切に評価するために膨大なサンプル数の計算が必要であ
る。評価条件・計算環境にもよるが、断層モデルの条件を変えた膨大なサンプル数
の計算を、複数の評価点に対して行うことは簡単ではない。低頻度の事象を対象と
した検討のためには、多サンプルの計算を効率的に行うための計算方法の工夫が必
要である。

1.2.3 観測記録を用いた地震動振幅のばらつきに関する研究

地震動振幅のばらつきに関しては、平均的な地震動特性を表す地震動予測式に対す
る観測地震動振幅のばらつきを分析した多くの検討が行われている（Youngs et al.[40],
翠川・大竹 [41]など）。このような観測事実に基づいて地震動振幅のばらつきの特徴
を調べることは、予測地震動振幅のばらつきの妥当性を判断する上で重要である。
地震動予測式に対する観測地震動振幅のばらつきには様々な要因が含まれる。例
えば、地震や観測点が異なる様々な条件の観測記録を対象とする場合、地震動予測
式に対する観測地震動振幅のばらつきには、観測点の違い、地震波伝播経路の違い、
震源位置の違いによる影響が含まれることになる（Al Atik et al.[42], Lin et al.[43]）。こ
のような様々な要因が混在するばらつきから、本研究で対象とする震源特性の偶然
的不確実性に起因するばらつきを分離して抽出することができれば、それは予測地
震動振幅のばらつきの妥当性を検証するための重要な知見となる。
最近では、高密度な地震観測網の記録を利用して、観測地震動振幅のばらつきを
要因毎に分離する試みが増えている。Anderson and Uchiyama[44]は日本およびメキシ
コの強震記録を、Lin et al.[43]、Sung and Lee[45]は台湾の強震観測網の記録を、Villani
and Abrahamson[46]、Baltay et al.[47]は米国西部の強震記録を利用し、統計解析に基づ
いてばらつきを要因毎に分離している。しかし、これらの研究では、必ずしも本研
究で対象とする震源特性の偶然的不確実性に起因するばらつきだけを分離している
わけではない。また、条件が異なる多数の観測記録を用いたばらつきの分離解析で
は、観測地震や観測点の数や分布、検討に用いる地震動予測式の特性や対象地域、
解析方法・条件による分離の任意性の問題も生じる。
仮に、ある特定の断層において、想定する大地震が過去に多数回発生していて、
その全てによって同一観測点で地震記録が得られていたとする。その場合の観測地
震動振幅のばらつきは、特定の想定地震に対して、震源特性の変動によって生じる
ばらつきと見做すことができる。このようなばらつきは、特定の地震に対する地震
動予測において考えるべき偶然的な不確実性を表すと考えることができる。このば
らつきの大きさを観測記録から直接評価できれば良いが、現時点では、それができ
るような理想的なデータセットが存在するわけではない。しかし、これと類似した
分析として、ある程度の条件の違いを許容した上で、条件が近い観測記録だけを用
いて地震動予測における偶然的不確実性によるばらつきの大きさに関する検討が行
われている。Morikawa et al.[48]は、ほぼ同じ震源領域で発生した多数の地震による、
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同一観測点の観測地震動振幅のばらつきを分析した。この場合、観測記録の地震波
伝播経路はほぼ共通しているため、ばらつきの要因に、観測点、地震波伝播経路、震
源位置の違いによる要因は含まれないと言える。ばらつきの大きな要因は、地震毎
に震源から放射される地震動の違いであると考えられ、これは、地震毎の震源特性
の違いを強く反映していると予想される。Morikawa et al.[48] では、震源位置の違い
と地震規模の違いの影響について検討の余地が残されているが、このような方法で、
条件が同じ地震観測記録を丁寧に分析することで、震源特性の偶然的不確実性によ
る地震動振幅のばらつきを抽出できる可能性がある。ただし、そのような検討が可
能なのは、地震観測記録が充実している中小地震に対してであり、大地震について
は詳しい分析を行うための観測記録が十分に蓄積されているとは言えない。従って、
観測地震動振幅のばらつきの分析だけでは、大地震に対する予測地震動振幅のばら
つきを把握することについて課題が残る。
震源特性の不確実性を直接的に調べる手段として、過去の地震の断層パラメータ
の統計分析を行い、それらのばらつきを調べるという方法も考えられる。例えば、
過去の地震の断層面積と地震モーメントの関係、地震モーメントと短周期レベルの
データから、平均的な経験式 [22] [3] [35] [36]に対する断層パラメータのばらつきを統計的
に調べることは可能である。しかし、断層パラメータ自体が直接観測できる量では
なく、地震観測記録などから様々な解析によって推定された結果であることに注意
が必要である。一つの地震であっても、解析方法や条件によって断層パラメータの
推定値には違いが生じることからもわかるように、推定には何らかの評価誤差が含
まれている。推定された断層パラメータのばらつきには、実際の震源特性としての
ばらつきに加えて、解析方法や解析条件に起因する評価誤差が含まれるため、その
ようなばらつきを地震動予測の際の断層パラメータの不確実性とみなすことは、地
震動予測のばらつきを過大に評価することに繋がりかねない。Cotton et al.[49]は、断
層パラメータの一つである応力降下量について、多数の地震に対して推定された応
力降下量のばらつきが、観測地震動振幅から予想されるばらつきよりも過大となる
ことを指摘しており、その原因が応力降下量の推定における、データセットや解析
条件の違いによるものである可能性を述べている。これらのことから、過去の地震
の断層パラメータの統計分析だけでは、合理的な予測地震動振幅のばらつきの評価
には繋がらないと考えられる。

1.2.4 地震ハザード解析と地震動予測の不確実性に関する研究

地震動予測の不確実性を定量化することは、確率論的地震ハザード解析（Prob-
abilistic Seismic Hazard Analysis, PSHA）において重要である。ここでは、最近の
PSHAにおける不確実性の考え方を整理し、PSHAという観点から本研究で対象と
する不確実性の位置付けを明確にする。
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近年、PSHAでは地震動予測の不確実性を認識論的不確実性と偶然的不確実性に
分けて考えることの重要性が指摘されている（Anderson and Brune[50][51] など）。認
識論的不確実性は、データや知識の不足に起因する不確実性を表し、今後のデータ
の蓄積や知識の増加に伴って減らすことができる不確実性である [52]。偶然的不確実
性は予測式の説明変数では表現しきれない、予測において避けられない偶然的な変
動を表す [52]。これらの不確実性を分離せずに、まとめて確率分布によって表現して
PSHAに使用することは、低頻度事象のハザードを過大に評価する恐れがあること
が指摘されており（Anderson and Brune[50][51] など）、合理的な PSHAの方法論とし
て、認識論的不確実性についてはロジックツリーを用いて表現する方法が提案され
ている（Bommer and Abrahamson[53]など）。
認識論的不確実性と偶然的不確実性の分類には曖昧さがあるが、本研究で対象と
する不確実性を明確にするために、地震動予測の不確実性を大きく分類して図 1.2に
示す。地震動予測の不確実性には様々な要因が考えられるが、大きく分けると、1)
地盤増幅特性のモデル化に関する不確実性、2)地震波伝播経路特性のモデル化に関
する不確実性、3)震源特性のモデル化に関する不確実性に分けられると考える。特
定の地震による特定地点の地震動予測を考える場合には、対象となる評価点と地震
波伝播経路は固定されるため、1)と 2)の不確実性は、対象となる評価点の地盤増幅
特性と、対象となる地震波伝播経路の減衰特性のモデル化誤差と言い換えることが
でき、ランダムに変動するような偶然的な不確実性とは言えない。このようなモデ
ル化誤差については、仮に地震記録や物理探査等のデータが十分に存在すれば、よ
り適切なモデル化が可能となり、誤差を減らすことができると考えられるため、こ
れらの不確実性は認識論的不確実性と考えることができる。

3)の震源特性のモデル化に関する不確実性については、3a)地震規模・震源位置に
依存した励起特性のモデル化に関する不確実性と、3b)将来発生する地震に対する
震源特性の偶然的な不確実性に分けて考えることができる。3a)は地震規模・震源位
置によって決まる震源特性に対するモデル化誤差と言い換えることができ、これは
想定地震の規模・震源位置が与えられることによって対象となる特性が決まること
から、3a)もランダムに変動するような偶然的な不確実性とは言えない。また、将来
的に同じ震源位置で発生した多数の地震による地震記録が蓄積されれば、それらの
知見からモデル化誤差を減少させることができるため、3a)も認識論的不確実性とみ
なせる。一方、3b)は、将来発生する地震の震源特性を事前に把握することができな
いという問題を含むものであり、偶然的不確実性とみなすべきものである。3b)に加
えて、1)～3)に分類できない要因が不明な不確実性があるとすれば、それらも含め
たものを偶然的不確実性と考えることができる。
本研究で対象とする不確実性は、上記のうちの 3b)の不確実性である。PSHAに
おいては、認識論的不確実性と偶然的不確実性のそれぞれを適切に表現することが
重要であるが、認識論的不確実性が今後の地震記録の蓄積によって小さくできる可
能性があることを考慮すると、将来的には認識論的不確実性を除いてもなお残る偶
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然的不確実性のモデル化がますます重要になることが予想される。通常、PSHAで
は地震動予測の偶然的不確実性は確率分布によって表現される。偶然的不確実性の
大きさはPSHAの結果に大きな影響を及ぼすため、これを適切に仮定することが重
要になる。本研究は、この偶然的不確実性を表す確率分布の合理的な評価に繋がる
研究であると言える。
地震動予測の偶然的不確実性に関する既往研究としては、前項で述べた観測地震
動振幅のばらつきの分析による研究が挙げられる（Morikawa et al.[48]など）。このよ
うなアプローチで調べた偶然的不確実性による地震動振幅のばらつきの大きさは、
観測事実に基づく知見として重要性が高いが、観測記録の数や条件は限られている
ためあまり細かなばらつきの特徴を議論することは難しい。地震動予測の偶然的不
確実性に関する別の検討アプローチとして、不確実性の要因である震源特性の変動
を考慮した地震動シミュレーションに基づく検討が位置づけられる。このような方
法では物理的な根拠に基づいた予測地震動振幅の分布を評価することができる。応
答スペクトルを考えた場合、ばらつきの周期特性や周期間相関性を適切に評価する
ことができる可能性があり、より合理的な確率分布の評価に繋がる可能性が考えら
れる。以降では、観測記録の分析と地震動シミュレーションの両方のアプローチに
よって、偶然的不確実性による予測地震動振幅のばらつきの特徴を把握するための
検討を行う。
なお、本論文では値が一意に決まらずに変動することを表す単語として”不確実
性（Uncertainty）”と”ばらつき（Variability）”の 2つを用いている。以降では、予
測地震動振幅あるいは観測地震動振幅の変動は基本的に頻度分布として扱っており、
これらの頻度分布で表される変動を”ばらつき”と表現する。また、予測地震動振
幅のばらつきの要因となる断層パラメータの変動は、地震動シミュレーションでは
確率分布で表しており、確率分布で表される変動を”不確実性”と表現して使い分
けることにする。

1)'()*+,のモデル0に2する567,

2)'89:;<=+,のモデル0に2する567,

3)8>+,のモデル0
に2する567,

3a)'8?@・8>BCにDEしたHI
+,のモデル0に2する567,

3b)（KLMNする'8の）
8>+,のPQRな567,

'8TUVの567,

!"#の%&

図 1.2:本研究で対象とする地震動予測の不確実性
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1.3 論文の構成
本論文は以下の 5章で構成される。
第 1章「序論」では、研究の背景と目的、既往研究との関係、本論文の構成を述
べる。
第 2章「震源特性の偶然的不確実性による観測地震動振幅のばらつきの分析」で
は、国内の地震観測記録の分析により、震源特性の偶然的不確実性に起因する地震
動振幅のばらつきの特徴を調査する。
第3章「断層モデルによる地震動応答スペクトルの評価方法」では、断層パラメー
タを変動させた多数の断層モデルに対する地震動応答スペクトルを効率的に計算す
るための、応答スペクトルの評価方法を提案する。また、提案法を利用して、断層
パラメータを変動させた多数の断層モデルに対する予測地震動振幅のばらつきを評
価し、それらの基本的な特徴を把握する。
第4章「震源特性の偶然的不確実性を考慮した地震動振幅のばらつきのシミュレー
ション」では、断層パラメータの変動を考慮した予測地震動振幅のばらつきのシミュ
レーションを行い、第 2章による観測地震動振幅のばらつきの特徴の再現を試みる。
シミュレーションによって予測地震動振幅のばらつきが合理的に評価できることを
検証した上で、大規模地震を対象とするばらつきのシミュレーションを行い、大地
震に対する予測地震動振幅について、震源特性の偶然的不確実性によって、どの程
度のばらつきが生じ得るかを予測する。
第 5章「結論」では、本研究で得た知見をまとめる。
震源特性の偶然的不確実性に起因する予測地震動振幅のばらつき評価に関する検
討フローと本論文の構成のイメージを図 1.3に示す。

<=>?

]^<= _<=

（４B）
ばらつきのシミュレーション

!"#$との'(による
,-./0

スケーリングに7づく:;

（２B）
!"<=NOPのばらつき

（３B）
シミュレーションRS・7UV.WX

!"YZに
7づく[\

シミュレーションに
7づく[\

図 1.3:震源特性の偶然的不確実性に起因する予測地震動振幅のばらつき評価の検討
フロー
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第2章 震源特性の偶然的不確実性によ
る観測地震動振幅のばらつきの
分析

2.1 はじめに
本研究では、想定地震の地震動予測において、震源特性の偶然的不確実性による
予測地震動振幅のばらつきを定量的に評価することを目的としている。このとき、
ばらつきの評価結果の妥当性を検証するためには、過去の観測事実から予想される
地震動振幅のばらつきとの整合性を確認することが重要である。本章では、国内の
地震観測記録を用いて、観測地震動振幅のばらつきの分析を行い、震源特性の偶然
的不確実性に起因する観測地震動振幅のばらつきの特徴を調べる。
本研究で対象とするばらつきは、図 1.1の概念図のように、地震規模あるいは面
積が既知の特定の断層で発生する地震の地震動予測を考えた場合に、断層パラメー
タの偶然的な不確実性によって生じる予測地震動振幅のばらつきである。仮に、あ
る特定の断層において、想定する大地震が過去に多数回発生していて、その全てに
よって同一観測点で地震記録が得られていたとすれば、それらの観測地震動振幅の
ばらつきを調べることで、地震毎の震源特性の違いによる観測地震動振幅のばらつ
きを把握できるはずである。現時点では、そのような理想的なデータセットは存在
していないが、このような条件に近い観測記録を利用した近似的な検討は可能であ
る。Morikawa et al.[48] は、ほぼ同じ震源領域で発生した多数の地震による、同一観
測点の観測地震動振幅のばらつきを分析している。この場合、観測記録の地震波伝
播経路はほぼ共通しており、ばらつきの要因に、観測点、地震波伝播経路、震源位
置の違いによる影響が含まれないと考えられる。ばらつきの大きな要因は、地震毎
に震源から放射される地震動の違いであると考えられ、これは、地震毎の震源特性
の違いを強く反映していると予想される。ただし、Morikawa et al.[48] では検討に用
いた観測記録の条件にやや幅があり、地震毎の地震規模の違い、記録毎の震源距離
の違いを既存の地震動予測式を用いて補正していることから、必ずしも同一条件の
地震記録だけを比較しているとは言い切れない。そのため、震源特性の偶然的不確
実性とは別の要因がばらつきに混入している可能性も考えられる。本研究では、観
測記録の条件の同一性についてより厳密な条件を設定し、条件が同じ地震（地震規
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模、震源位置、震源メカニズムが一致する地震）による同一観測点の記録ペアを用
いて、震源特性の偶然的不確実性に起因する観測地震動振幅のばらつきを評価する。

2.2 分析方法
地震規模、震源位置、震源メカニズムが同じ 2地震による同一観測点の記録ペア
を用いて観測地震動振幅のばらつきを評価する（図 2.1）。このような記録ペアは、
観測点、地震波伝播経路が共通しており、記録ペアの振幅差の主な要因は、同一条
件の 2地震の震源から放射される地震動の違いであると考えられる。つまり、2地
震の震源特性の違いがばらつきの主な要因であると考えることができる。

Record pair

Period

R
e

s
p

o
n

s
e

i=1, 2 j

y1j

y2j

Event pair

(Same magnitude, location,
and focal mechanism)

図 2.1:検討対象とする記録ペアの概念図

分析にあたり、対象とするばらつきを次のように考える。

ln yi j = µi j + δi j (2.1)

yi j は地震 i による観測点 j での観測地震動振幅を表す。本研究では観測地震動振幅
として、加速度応答スペクトル振幅（h=5%）を検討対象とする。地震 iの震源位置、
地震規模、震源メカニズムと、観測点 j に対する伝播経路に対応した固有の平均振
幅を µi j と仮定し、µi j に対する観測地震動振幅の残差を δi j と定義する。この δi j が
対象とするばらつきであり、多数の地震記録に対して平均が 0となる分布を示すと
考える。δi j の標準偏差を σと表し、以降では多数の記録ペアの分析から σを評価
する。なお、式 (2.1)に示す通り δi j は自然対数振幅の残差と定義しており、本研究
では地震動振幅の自然対数振幅のばらつきを検討対象とする。以降の本論文中に示
す標準偏差は特に断る場合を除いて、全て自然対数振幅の標準偏差を表す。
図 2.1に示す同一条件の記録ペアについて、2地震（i = 1,2）による記録ペアの振
幅を式 (2.1)に従って表現すると、

ln y1j = µ1j + δ1j

ln y2j = µ2j + δ2j
(2.2)

14



である。地震と伝播経路の条件に固有の平均振幅 µ1j と µ2j は同一と見做せるため、
この地震ペア kによる観測点 j での記録ペアの対数振幅差を vk jと定義すると µi j の
項は相殺される。

vk j = ln y1j − ln y2j = δ1j − δ2j (2.3)

vk j の分散 V
[
vk j

]
は次のように表され、多数の記録ペアから求めた vk j の分散から

σを推定することができる。

V
[
vk j

]
= 2σ2

σ =

√
V
[
vk j

]
2

(2.4)

後のデータの説明で述べる通り、本研究では様々な地震波伝播経路の記録ペアを使
用する。それぞれの記録ペアの伝播経路は異なっており、µi j 自体に差があるが、本
研究ではそれぞれの平均振幅 µi j の評価を対象としておらず、µi j に対するばらつき
だけを評価の対象としている。地震動予測式に対する観測地震動振幅の残差の検討
とは異なり、リファレンスとなる地震動予測式が不要であり、予測式自体のモデル
化の問題は除外して議論することができる。
なお、式 2.4では δ1j と δ2j が独立であることを仮定している。この仮定が厳密に
成り立つかどうかは不明であるが、実際のデータ分析では、地震や観測点が異なる
様々な条件の記録ペアを扱うことから、それらに共通して現れる相関性があるとは
考えにくく、この仮定が極端に不適切であるとは思えない。もし、この妥当性を厳
密に調べようとすれば δ1j と δ2j を適切に分離する必要がある。そのためには、ある
特定の地震、地震波伝播経路について µi j を評価しなければならず、それには条件
が同じ記録が多数存在する必要があるため、現状では、厳密な妥当性の確認は困難
である。
なお、本研究で対象とするばらつきは、観測地震動振幅のばらつきに関する既往研
究 [43][44][46][45][47]において、偶然的不確実性によるばらつきに分類されるものと対応して
いる。このときのばらつきの要因には観測点や伝播経路の違いによる影響や震源位置
の違いによる影響が含まれないことから、これらのばらつきの標準偏差は single-path
standard deviationとも呼ばれている [43]。

2.3 データ
検討には国内の強震観測網K-NET, KiK-net[54]の地震記録を使用する。観測開始か
ら 2014年 12月までに観測された地震記録の中から検討に用いる記録ペアを選択し
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た。KiK-netの記録は地表記録と地中記録の両方とも検討対象とした。まず、全観
測地震の地震諸元 [55]から、気象庁マグニチュード MJが等しく、かつ震源位置間の
距離が 3 km以下の地震ペアを抽出した。ばらつきの分析では、一つの地震ペアに
対して多数の観測点における記録ペアが存在することが望ましいことから、後述す
る条件を満たす記録ペアが 10観測点に満たない地震ペアは対象から除外した。ま
た、F-net[56] による CMT解が発表されている地震だけを対象とし、CMT解が大き
く異なる地震ペアも対象から除外した。これらの地震による記録ペアのうち、震源
距離が地震ペアの震源位置間距離の 5倍以上かつ 200 km以下で、地表最大加速度
が 1 cm/s2以上の条件を満たす記録ペアを検討対象とした。震源距離が地震ペアの
震源位置間距離の 5倍以上という条件は、観測点が震源に近く、震源距離の違いや
ラディエーションパターンの違いによる影響が大きいと考えられる記録ペアを除外
するために設定した。また、地表最大加速度が 1 cm/s2以上という条件を設けるこ
とで、ノイズの影響が大きいと思われる記録をある程度排除した。なお、別途、全
記録の波形・スペクトル形状の確認を行い、記録の健全性が疑われる記録は対象か
ら除いている。対象記録の中には最大加速度が 100 cm/s2を超える記録も含まれて
おり、地盤の非線形応答の影響を受けた記録が混在している可能性がある。ただし、
100 cm/s2を超える記録の数は全体の記録数の約 0.2%であり、震源距離が 30 km以
下の記録に限っても約 1.7%に留まっており、ばらつきの標準偏差の評価に大きな影
響はないと考えられる。
対象地震を地殻内地震と海溝型地震に分け、それぞれに対する条件に該当する記
録ペアの震央分布と観測点分布を図 2.2、図 2.3に示す。地殻内地震では 113地震ペ
アによる 5736記録ペア、海溝型地震では 583地震ペアによる 33367記録ペアが条
件に該当した。記録ペアの MJと震源距離 Xの関係と、Xと MJそれぞれに対する
データ数分布を図 2.4、図 2.5に示す。海溝型地震の記録ペア数は地殻内地震の記録
ペア数の 5倍以上多い。地殻内地震、海溝型地震ともに MJが 4前後のデータが多
い点は共通しているが、海溝型地震では Xが 50 km以下の記録は少なく、Xに対す
るデータ数分布に大きな違いがある。
なお、MJが同じ地震という条件に関しては、MJが 0.1刻みの値であるため、そ
の半分の 0.05程度の規模の違いを許容していることになり、このような違いもばら
つきの要因の一部に含まれることになる。池浦・野田 [57]によれば、既往の地震動予
測式 [58]のマグニチュード係数を考えると、MJが 0.05異なることによる短周期成分
の応答スペクトル振幅の違いは 1.05倍程度と見積もることができ、MJの誤差の影
響は限定的と考えられる。
地震ペアの例として、2000年 10月 7日 6:38と 2000年 10月 10日 21:57に鳥取県
西部で発生したMJ4.4の 2地震の震央位置とF-netによるメカニズム解を図 2.6に示
す。この地震ペアによる KiK-net佐田（SMNH03）における記録ペアの加速度波形
（EW成分）と擬似速度応答スペクトル（h=5%）の比較を図 2.7に示す。擬似速度応
答スペクトルは水平２成分の対数平均振幅を表す。条件が同じ記録ペアの応答スペ
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図 2.2:記録ペアの震央分布と観測点分布（地殻内地震）
赤丸は震央位置、黒四角は観測点位置を示す。灰線は震央と観測点を直線で繋いだ

経路を示す。nepは地震ペア数、nrpは記録ペア数を表す。
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図 2.3:記録ペアの震央分布と観測点分布（海溝型地震）
赤丸は震央位置、黒四角は観測点位置を示す。灰線は震央と観測点を直線で繋いだ

経路を示す。nepは地震ペア数、nrpは記録ペア数を表す。
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図 2.4:記録ペアの地震規模 MJと震源距離 Xの関係とデータ数分布（地殻内地震）
上段に MJと Xの関係、中段に Xに対するデータ数分布、下段に MJに対するデー

タ数分布を示す。
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図 2.5:記録ペアの地震規模 MJと震源距離 Xの関係とデータ数分布（海溝型地震）
上段に MJと Xの関係、中段に Xに対するデータ数分布、下段に MJに対するデー

タ数分布を示す。
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クトル振幅は良く似た形状を示すことが多いが、図 2.7に例のように振幅に多少の
違いが生じることは珍しくない。以降では、観測地震動振幅として、加速度応答ス
ペクトル（h=5%）の水平２成分の対数平均振幅を対象として、条件が同じ記録ペア
による振幅のばらつきを調べた。加速度応答スペクトルは目視により設定した S波
到達時刻以降の波形を用いて計算し、ノイズの影響が小さいと判断した周期帯域の
値のみを検討に用いることとした。

133˚ 134˚

35˚

36˚

0 50

km

’00/10/07(MJ4.4,H8.4 km)

’00/10/10(MJ4.4,H9.9 km)

SMNH03

図 2.6:地震ペアの例
地震規模、震源位置、震源メカニズムがほぼ同じ地震ペアの例を示す。赤丸は震央
位置を示す。四角は 2地震による記録ペアがある観測点位置を示す。震源メカニズ

ムは F-netによる。
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図 2.7:記録ペアの例
図 2.6の地震ペアによる KiK-net佐田（SMNH03）における記録ペアの例を示す。
左に記録ペアの加速度波形（地表 EW成分）、右に記録ペアの水平２成分の平均擬

似速度応答スペクトル（h=5%）を示す。

22



2.4 検討結果

2.4.1 ばらつきの大きさ

全記録ペアの応答スペクトルの対数振幅差 vk j の重ね書きを図 2.8に示す。なお、
以降では特に必要がある場合を除いてサフィックス k, j を省略して表す。vの正負に
は意味がなく、ばらつきの大きさだけが問題であるため、図 2.8では 1つの記録ペ
アに対して符号が異なる 2つの vを表示している。参考として、図 2.8の右縦軸には
振幅比を表す exp(v)のスケールを示している。以降の同様の図においても、右縦軸
に振幅比のスケールを併記することとする。図 2.8では、一部の周期帯域で振幅比
が 10倍を超える記録ペアがあるが、その数は僅かである。確認のため、4つの周期
ポイント（周期 0.02秒、0.1秒、0.5秒、1秒）における対数振幅差 vの頻度分布を
図 2.9、図 2.10に示す。これらからも、大部分の記録ペアの振幅比は倍半分程度に
収まることが確認できる。
vのばらつきから式 (2.4)に基づいて評価した σを図 2.11に示す。σは海溝型地

震よりも地殻内地震の方がやや大きい値であった。地震タイプによる違いに加えて、
周期による変動もあるが、全体的にみればσは 0.3～0.45程度の範囲の値であった。
周期 0.2秒前後では相対的に標準偏差が大きく、この周期成分のばらつきがやや大
きい傾向がある。既存の最大加速度の地震動予測式（または最大加速度に相当する
周期 0.01秒程度の加速度応答スペクトル振幅の予測式）に対する観測地震動振幅の
ばらつきの標準偏差は 0.6～0.9程度の場合が多いが [10][11][59]、それらに対して図 2.11
の周期 0.02秒における標準偏差は明らかに小さい。これは地震動予測式に対する観
測地震動振幅のばらつきが、様々な認識論的不確実性の影響を含んでいるのに対し
て、本検討では認識論的不確実性による要因を除いた偶然的不確実性によるばらつ
きだけを対象としているためと考えられる。なお、偶然的不確実性を対象とした既
往研究では、最大加速度または周期 0.01～0.02秒の加速度応答スペクトル振幅の標
準偏差として、0.34[43]、0.35[57]、0.36[48]、0.41[60]、0.44[47] などの値（一部は図からの
読取値）が報告されている。それぞれの研究で、対象とするデータや検討方法に違
いがあり、ばらつきの要因が同じとは言い切れない可能性もあるため、厳密な比較
は難しいが、大まかな標準偏差の大きさを比較する限り、図 2.11のσはこれらの結
果と近い値を示している。
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図 2.8:全記録ペアの応答スペクトルの対数振幅差 vの重ね書き
上段は地殻内地震、下段は海溝型地震のデータを示す。灰実線は各記録ペアの v、

黒実線はそれらの平均、黒破線は平均±標準偏差を表す。
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図 2.9:対数振幅差 vの頻度分布（地殻内地震）
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図 2.10:対数振幅差 vの頻度分布（海溝型地震）
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図 2.11:全記録ペアから評価した標準偏差 σ
実線は地殻内地震のデータによる評価結果、破線は海溝型地震のデータによる評価

結果を示す。
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2.4.2 地震規模に対するばらつきの特徴

検討に用いた記録ペアは、観測点・伝播経路が共通しているため、記録ペアの振
幅の違いには 2地震の震源から放射される地震動の違いが大きな影響を及ぼしてい
ると考えられる。その場合、地震規模によってばらつきの傾向に違いが現れている
可能性が考えられる。そこで、MJとばらつきの関係を調べた。
図 2.12に地殻内地震の記録ペアによる対数振幅差 vとMJの関係を示す。図には、
例として 4つの周期（0.02, 0.1, 0.5, 1秒）の振幅差を示している。赤線はMJ範囲毎
の vの標準偏差の幅を示しており、赤線を表示したMJを中心として± 0.2の範囲の
データから評価した標準偏差を表している。なお、図 2.12では、対象範囲内の地震
ペア数が 10以上となる範囲のみ標準偏差を表示した。地殻内地震については最大で
MJ5.9までの地震ペアを使用しているが、MJ4.7以上の範囲は、ごく少数の地震ペ
アのデータで構成されており、特定の地震ペアの影響だけを示している可能性があ
るため、地震規模依存性の議論においては検討から除外する。これらのデータから
評価した標準偏差σを図 2.13に示す。これらと同様に、海溝型地震の記録ペアにつ
いて、対数振幅差 vと MJの関係を図 2.14に、標準偏差 σと MJの関係を図 2.15に
示す。図 2.12、図 2.14の vとMJの図からは明瞭な関係性は認められない。図 2.13、
図 2.15の σと MJの関係を見ると、周期によっては MJが大きいほど僅かながら σ
が小さい傾向や、逆に σが大きい傾向が見えるが、はっきりとした特徴は現れてお
らず、全周期で共通するような傾向は認められない。
全周期に対する違いを確認するために、図 2.13、図 2.15に示したものと同じ MJ

範囲毎のσを、横軸を周期にして比較した結果を図 2.16、図 2.17に示す。図 2.11の
全データから評価した σは、周期 0.2秒付近で相対的に値が大きく、特定の周期の
ばらつきが大きいという特徴を示していた。図 2.16、図 2.17のMJ範囲毎のσにつ
いても、同様に周期 0.2秒前後にピークが現れているが、そのピークはMJが大きく
なる程、長周期側にシフトする様子が確認できる。この場合、図 2.13、図 2.15のよ
うに特定の周期ポイントの σだけを比較すると、周期ポイントによって σと MJの
関係は異なって見える。
図 2.16、図 2.17から読み取ったMJ範囲毎のσのピーク周期Tpを図 2.18に示す。
図の赤丸と青丸が地殻内地震と海溝型地震に対するTpをMJ範囲の中央値に対して
プロットしたものであり、左右のバーは対象データのMJ範囲を表している。図 2.18
からも、地震規模が大きくなるほどTpが長周期側に変化していることがわかる。
ばらつきの卓越周期が地震規模に応じて変化する要因については、地震毎の断層
破壊様式の違いによる影響が考えられる。前述の通り、本検討で対象とするばらつ
きの要因として 2地震の震源から放射される地震動の違いが大きいと考えられるが、
例えば、2地震の断層破壊方向に違いがあれば、方位による地震動振幅の違いを生
じさせ、それがばらつきの要因となる。このとき、地震動振幅の方位性は特に震源
スペクトルのコーナー周波数に対応する周期で強く現れることが予想される（例え
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ばGallovic and Burjanek[61]、図 2.19参照）。そのため、地震規模に対するコーナー周
波数の変化に応じて、ばらつきの卓越周期の変化が現れている可能性がある。コー
ナー周波数ωcは、平均的には地震モーメント M0の-1/3乗に比例する [62]。ここで、
ばらつきの卓越周期 Tpが ωcの逆数に比例すると仮定し、さらに M0と MJの関係
として武村 [63] の関係式を仮定すると、Tpと MJ の関係として地殻内地震に対して
Tp ∝ M0.39

J 、海溝型地震に対してTp ∝ M0.5
J が得られる。これらの傾きを図 2.18に破

線で示した。記録ペアから評価したTpと MJの関係は、破線の傾きと大きな矛盾が
なく、MJに対するTpの変化は地震規模に対するコーナー周波数の変化と概ね整合
していることがわかる。このことからも、地震毎の断層破壊様式の違いが、ばらつ
きの卓越周期に影響を及ぼしている可能性が考えられる。また、ばらつきに卓越周
期が現れ、地震規模に対する明瞭な特性が現れるということから、対象とするばら
つきの要因の中で、地震毎の断層破壊様式の違いによる影響が大きい可能性がある。
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図 2.12:記録ペアの対数振幅差 vと地震規模 MJの関係（地殻内地震）
記録ペアの対数振幅差 v（周期 0.02, 0.1, 0.5, 1秒）と MJの関係を示す。赤線は MJ

± 0.2の範囲内の vから評価した標準偏差の幅を表す。標準偏差は対象範囲内の地
震ペア数が 10以上となる区間のみを表示している。
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図 2.13:標準偏差 σと地震規模 MJの関係（地殻内地震）
MJ ± 0.2の範囲毎に評価した標準偏差σとMJの関係。σは対象範囲内の地震ペア

数が 10以上となる区間のみを表示している。
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図 2.14:記録ペアの対数振幅差 vと地震規模 MJの関係（海溝型地震）
記録ペアの対数振幅差 v（周期 0.02, 0.1, 0.5, 1秒）と MJの関係を示す。赤線は MJ

± 0.2の範囲内の vから評価した標準偏差の幅を表す。標準偏差は対象範囲内の地
震ペア数が 10以上となる区間のみを表示している。
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図 2.15:標準偏差 σと地震規模 MJの関係（海溝型地震）
MJ ± 0.2の範囲毎に評価した標準偏差σとMJの関係。σは対象範囲内の地震ペア

数が 10以上となる区間のみを表示している。
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図 2.16: MJ範囲毎に評価した標準偏差 σの比較（地殻内地震）
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図 2.17: MJ範囲毎に評価した標準偏差 σの比較（海溝型地震）
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図 2.19:既往研究（Gallovic and Burjanek[61]）による震源スペクトルのモデル例
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2.4.3 震源距離に対するばらつきの特徴

次に震源距離 Xに対するばらつきの特徴を調べた。図 2.20に地殻内地震の記録ペ
アによる対数振幅差 vと Xの関係を示す。図 2.20には、例として 4つの周期（0.02,
0.1, 0.5, 1秒）の振幅差を示している。記録ペアの震源距離 Xは、2記録の震源距離
の幾何平均で代表させた。図中の赤線は距離範囲毎の標準偏差の幅を表しており、
赤線を表示した Xを中心として± 10 kmの範囲のデータを用いて標準偏差を評価し
た。また、同じ距離範囲毎のデータから評価した標準偏差σと Xの関係を図 2.21に
示す。同様に海溝型地震の記録ペアについても、対数振幅差 vと Xの関係を図 2.22
に、標準偏差 σと Xの関係を図 2.23に示す。vと Xの関係、および σと Xの関係
を見ると、地殻内地震の周期 1秒に対する結果を除いて、Xが大きいほどばらつき
が小さい傾向が認められる。
前項では、ばらつきの地震規模依存性に関する検討結果から、ばらつきの主な要
因の一つに地震毎の断層破壊様式の違いが考えられることを述べた。地震毎の断層
破壊様式の違いによって、震源から放射される地震動の方位性に違いが生じ、それ
が記録ペアの振幅差の要因の一つになっていると考えられるが、このような地震動
の方位性は、震源近傍では顕著であるが、遠方では伝播経路における地震波の散乱
によって方位性が弱まることが指摘されている [64]。遠方では方位性の違いが弱くな
り、記録ペアの振幅のばらつきが小さくなっている可能性が考えられる。周期によ
る距離依存性を比較すると、長周期成分よりも短周期成分の方が距離に対するばら
つきの減少が明瞭であり、より波長の短い地震波が強く影響を受けていることから
も散乱の影響の可能性が考えられる。なお、地殻内地震の周期 1秒のばらつきにつ
いては、図 2.20の下段右側の図において Xが 150 km～200 kmの範囲の残差分布を
見ると、vが 0付近に分布しておらず、やや特異な分布を示している。このように、
地殻内地震については、周期 1秒前後で、Xが 150 km～200 km程度の範囲に限って
ばらつきが大きい記録ペアが散見された。この要因は不明であるが、ばらつきが大
きい記録ペアが分布する地域には偏りが見られ、ローカルな影響を受けている可能
性がある。例えば、ある特定の地域において、周期 1秒程度の表面波が励起しやす
い構造的な特徴があるとして、僅かな入射条件の違いによって表面波の励起性状に
違いが生じると考えると、2地震の震源深さや震源位置の違いによって表面波の励
起性状に違いが生じて、ばらつきが大きくなっているという可能性が考えられる。
ところで、検討に用いた記録ペアの地震規模と震源距離の関係（図 2.4、図 2.5）
を見ると、MJが小さい地震ペアでは Xが小さい記録ペアが多く、MJが大きい記録
ペアでは Xが大きい記録ペアが多い傾向があり、記録ペアの震源距離と地震規模に
は弱い相関性がある。そのため、図 2.21、図 2.23の σと Xの関係に、MJの違いが
影響している可能性がある。その影響を確認するため、地震規模範囲毎の記録ペア
を用いてσと Xの関係を比較した。地殻内地震と海溝型地震のデータそれぞれに対
する比較結果を図 2.24、図 2.25に示す。図 2.24、図 2.25は、地震規模の違いが分か
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りやすいように、同じ地震規模範囲のデータから評価した各距離範囲の σを直線で
結んで表示した。地震規模によって σの大きさに違いがあるものの、Xが大きいほ
ど σが小さくなる傾向は共通しており、σの距離依存性は地震規模によらず現れて
いることがわかる。
図 2.21と図 2.23に示した地殻内地震と海溝型地震による σと Xの関係を重ね書
きして図 2.26に示す。周期 1秒の Xが 150 km～200 kmの範囲を中心として、地殻
内地震と海溝型地震によるσに差が認められるが、その点を除けば地震タイプによ
るσの違いは小さい。特に、短周期成分では 2つの地震タイプのσは良く一致して
いる。図 2.11の全記録ペアから評価したσは、海溝型地震よりも地殻内地震の方が
大きい値を示していた。しかし、図 2.26では、一部を除いて、地殻内地震と海溝型
地震のσに大きな違いは認められない。これは、図 2.11の地震タイプによるσの比
較において、地殻内地震と海溝型地震に対する記録ペアの Xに対するデータ数の分
布の違いが影響していると考えられる。地殻内地震は、海溝型地震に比べて震源距
離が小さい記録ペア数が多い。つまり、地殻内地震の方が相対的にばらつきが大き
い震源近傍の記録が多いということであり、結果として全記録ペアから評価した σ
については地殻内地震のデータから評価した σの方が大きくなっていると考えられ
る。図 2.26を見る限りは、少なくとも短周期成分に関しては、同じ距離範囲で比較
すれば地震タイプによる σの明瞭な違いは認められない。
偶然的不確実性による観測地震動振幅のばらつきに関して、Xが大きいほどσが
小さいという傾向は、Morikawa et al.[48] によっても指摘されている。一方、地震動
予測式に対する観測地震動振幅のばらつきのように、認識論的不確実性を含んだば
らつきに対しては、必ずしも上記の距離依存性が現れるとは限らない。例えば、伝
播経路の違いに起因する認識論的なばらつきは、震源距離が小さい狭い範囲よりも、
震源距離が大きい広い範囲の記録を対象とした方が、広範囲の伝播経路特性の違い
が影響することになるため、ばらつきが大きくなる可能性が考えられる。実際に、
地震動予測式に対する観測地震動振幅のばらつきについて、遠方ほどばらつきが大
きくなる傾向を指摘している研究がある（翠川・大竹 [41]）。ただし、対象とするデー
タの範囲や地域、検討に用いる地震動予測式にも依存すると考えられるため、必ず
しも一般的な傾向であるとは言い切れない。本検討で示した σの距離依存性は偶然
的不確実性による観測地震動振幅のばらつきの特徴であって、認識論的不確実性を
含んだ場合には、より複雑な性状を示すと考えられる。
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図 2.20:記録ペアの対数振幅差 vと震源距離 Xの関係（地殻内地震）
記録ペアの対数振幅差 v（周期 0.02, 0.1, 0.5, 1秒）と Xの関係を示す。赤線は X ±

10 kmの範囲内の vから評価した標準偏差の幅を表す。
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図 2.21:標準偏差 σと震源距離 Xの関係（地殻内地震）
X ± 10 kmの範囲毎に評価した標準偏差 σと Xの関係を示す。
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図 2.22:記録ペアの対数振幅差 vと震源距離 Xの関係（海溝型地震）
記録ペアの対数振幅差 v（周期 0.02, 0.1, 0.5, 1秒）と Xの関係を示す。赤線は X ±

10 kmの範囲内の vから評価した標準偏差の幅を表す。
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図 2.23:標準偏差 σと震源距離 Xの関係（海溝型地震）
X ± 10 kmの範囲毎に評価した標準偏差 σと Xの関係を示す。
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図 2.24: MJ範囲毎に評価した標準偏差 σと震源距離 Xの関係（地殻内地震）
MJ範囲毎、X ± 10 km範囲毎に評価した標準偏差 σを示す。同じ地震規模範囲の

σを直線で結んで表示している。
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図 2.25: MJ範囲毎に評価した標準偏差 σと震源距離 Xの関係（海溝型地震）
MJ範囲毎、X ± 10 km範囲毎に評価した標準偏差 σを示す。同じ地震規模範囲の

σを直線で結んで表示している。
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図 2.26:地殻内地震と海溝型地震のデータによる等距離範囲の標準偏差 σの比較
X ± 10 km範囲毎に評価した標準偏差 σの比較を表す。
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2.4.4 その他の特徴

地震間と地震内のばらつきの分離

記録ペアのばらつきには 2地震の震源から放射される地震動の違いが大きな影響
を及ぼしていると考えられる。具体的には、震源位置、地震規模、震源メカニズム
が同じ地震でも、地震によって地震モーメントや短周期レベルに僅かな違いがあり、
震源励起特性に違いが生じている場合が考えられる。また、地震毎の断層破壊様式
の違いによって特定の方向に対する地震動振幅に違いが生じている可能性も考えら
れる。このとき、震源励起特性の違いは、全ての観測点の記録ペアに対して共通し
た振幅の違いを生じさせると考えられる。一方、断層破壊様式の違いは方位によっ
て影響が異なり、観測点毎に異なる違いを生じさせると考えられる。そこで、ばら
つきの分析にあたり、地震毎に全観測点に共通してみられる残差成分と、それ以外
の観測点毎に異なる残差成分を分離してばらつきの特徴を比較した。残差 δi j を地震
iによる全観測点での δi j の平均である δbi と観測点毎の残りの成分である δwi j に分
けて考え、それぞれの標準偏差を分離して評価した。ここでは、δbi を地震間の残差
と呼び、その標準偏差を τと表す。また、δwi j を地震内の残差と呼び、その標準偏
差を ϕと表す。

δi j = δbi + δwi j (2.5)

本研究では式 2.1の平均振幅 µi j は評価の対象としておらず、δi j も直接的には評価の
対象としてない。σの評価と同様に標準偏差の評価だけを対象として、記録ペアを
用いて τと ϕを分離して評価する。地震ペア kに対する多数の観測点（ j = 1～Nk）
の平均を ukとすれば、地震毎の全観測点の δwi j の平均はゼロとなることから、

uk =
1
Nk

Nk∑
j=1

vk j = δbi1 − δbi2 (2.6)

と表すことができる。式 (2.6)の分散は以下のように表され、ukのばらつきを調べ
ることで τを推定できる。

V [uk] = 2τ2

τ =

√
V [uk]

2
(2.7)

同様に、ukに対する各観測点の vk j の差を wk j と表すと、

wk j = vk j − uk = δwi1j − δwi2j (2.8)
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となり、wk j のばらつきから ϕが得られる。

V
[
wk j

]
= 2ϕ2

ϕ =

√
V
[
wk j

]
2

(2.9)

実際には、記録ペアによって観測点数に違いがあることから上記の分離には誤差
が生じると考えられるが、実際の記録ペアから式 (2.7)、式 (2.9)を用いて評価した
τ,ϕは σ2 = τ2 + ϕ2の関係を概ね満足する結果となった。
全記録ペアから評価した τ,ϕをσと比較して図 2.27に示す。地震間のばらつきの
標準偏差 τは周期による値の変化が少ない。地殻内地震と海溝型地震の差もそれほ
ど大きくなく、概ね 0.2程度の値となっていた。地震内のばらつきの標準偏差 ϕは
σとほぼ同じ周期特性を示し、周期 0.1秒、0.2秒付近でばらつきが大きい特徴を示
している。前項で述べた通り、断層破壊様式の違いによってばらつきの卓越周期が
生じているとすれば、その影響は地震内のばらつきに現れるはずであり、それと整
合した結果である。
σと Xの関係には、Xが大きいほど σが小さい傾向が認められたが、ϕにも同じ

傾向が認められる。図 2.21、図 2.23と同様に X範囲毎のデータから評価した ϕをσ
と比較して図 2.28、図 2.29に示す。Xに対する ϕの傾向はσの傾向とほぼ同じであ
り、地殻内地震の周期 1秒前後、Xが 150 km～200 km程度の範囲を除けば、Xが
大きいほど ϕが小さい傾向が現れている。参考として、図 2.24,～図 2.26と同じく、
MJ範囲毎に評価した ϕを図 2.30～図 2.32に示す。いずれも、Xに対する ϕの特徴
は、σの特徴とほぼ一致している。図 2.27において、海溝型地震の ϕよりも地殻内
地震の ϕが大きいのは、σの大小関係と同じ理由で、地殻内地震の方が Xが小さい
記録ペアを多く含むためと考えられる。
なお、地震間のばらつきは式 (2.5)の δbi で表されるように、地震 i に対して定義
される残差のばらつきであるため、τは観測点 j には依存しない量である。しかし、
実際の記録ペアは、地震ペアによって記録ペアの震源距離に対する分布に違いがあ
ることから、式 (2.6)のukの評価において、記録ペアの震源距離の違いが影響を及ぼ
す可能性がある。τが震源距離によらず安定して評価できているかを確認するため、
式 (2.6)のukの評価に使用する記録ペアの距離範囲の上限を最大値の 200 kmから 10
kmずつ絞り、それぞれのデータから τを評価して比較した。比較結果を図 2.33に
示す。データの距離範囲が小さく、データ数が少ない範囲においては、τの評価が
安定していないが、データの震源距離範囲の上限が 70 km以上であれば、τの評価
結果はデータの距離範囲によらずほぼ安定している。この結果から、極端に狭い範
囲の記録ペアだけを使わずに、ある程度広い範囲の記録ペアを使えば、地震ペアに
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よって多少の距離範囲の違いがあっても、τの評価はそれほど変わらないと考えら
れ、τと ϕの分離にも大きな影響を与えることはないと考えられる。
次に、図 2.13、図 2.15と同じMJ範囲毎のデータから評価した τと ϕをσと比較
して図 2.34、図 2.35に示す。さらに、図 2.16、図 2.17と同様にMJ範囲毎のデータ
から評価した全周期ポイントの τと ϕを図 2.36、図 2.37に示す。図 2.36と図 2.37
の ϕは σ（図 2.16、図 2.17）とほぼ同じ周期特性を示しており、MJが大きいほど
卓越周期が長周期側に移動する特徴が認められる。前項では、σの卓越周期の規模
依存性は地震毎の断層破壊様式の違いによって生じている可能性があることを述べ
た。断層破壊様式の違いの影響は、主に地震内のばらつきに現れると考えられるこ
とから、ϕに σと同じ規模依存性および距離依存性が現れることは前項の考察と矛
盾していない。
図 2.34、図 2.35の ϕと MJの関係を見ると、MJに対する ϕの変化は地震タイプ、
周期によって違いがあり、共通した特徴は認められない。これは、ϕの卓越周期が
MJによって変化するため、周期を固定して比較した場合には、着目する周期ポイン
トによってMJに対する ϕの大小関係が変わるためと考えられる。一方、τとMJの
関係を見ると、地殻内地震では明瞭な傾向は認められないが、海溝型地震について
は、ほぼ全ての周期で MJが大きいほど τが小さい傾向が認められる。図 2.36、図
2.37の τの周期特性を見ると、ϕのような明瞭な周期特性を持つわけではなく、ϕに
比べると周期による大小関係の変動は少ない。また、図 2.37の海溝型地震の τは広
い周期範囲において、MJが大きいほど τが小さい傾向が現れている。τは地震間の
震源励起特性の違いを反映していると考えられることから、MJが大きいほど震源
励起特性のばらつきが小さいということを示唆する可能性がある。なお、地殻内地
震では τと MJの関係は不明瞭であるが、地殻内地震の地震ペア数は海溝型地震の
1/5以下であり、τの評価精度が相対的に低い可能性が考えられる。なお、別途、σ
および ϕ,τと震源深さの関係についても確認を行ったが、震源深さに対する明瞭な
特徴は確認できなかった。例として、震源深さの分布範囲が広い海溝型地震につい
て、震源深さ± 5 kmの範囲毎のデータから評価した σ,ϕ, τと震源深さの関係を図
2.38に示す。
翠川・大竹 [41]、Strasser et al.[65] は地震動予測式のばらつきの特徴について、地震
規模が大きいほどばらつきが小さい傾向があることを指摘している。これらの研究
対象は認識論的不確実性を含んだばらつきの特徴であり、本研究で対象としている
偶然的不確実性によるばらつきの特徴と比較することは難しいが、上記の海溝型地
震の τに見られる傾向は、これらの既往研究の傾向と整合している。
ϕと τには、上記で述べた距離依存性、規模依存性が見られることから、両者の

大小関係は対象とするデータの震源距離や地震規模の範囲によって異なると考えら
れる。ただし、X<100 km程度の範囲では、多くの場合 ϕ > τとなっていた。震源
に近い範囲においては、地震毎の震源励起特性の不確実性よりも、断層破壊様式の
不確実性の方が、ばらつきに大きな影響を及ぼしている可能性がある。
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図 2.27:全記録ペアから評価した標準偏差 σ,τ,ϕの比較
全記録ペアによるばらつき全体の標準偏差 σ、地震間のばらつきの標準偏差 τ、地
震内のばらつきの標準偏差 ϕ。上段は地殻内地震、下段は海溝型地震のデータによ

る評価結果を示す。
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図 2.28:標準偏差 σ、地震内のばらつきの標準偏差 ϕと震源距離 Xの関係（地殻内
地震）
X ± 10 kmの範囲毎に評価した標準偏差σと震源距離 X、地震内のばらつきの標準

偏差 ϕと Xの関係を示す。
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図 2.29:標準偏差 σ、地震内のばらつきの標準偏差 ϕと震源距離 Xの関係（海溝型
地震）
X ± 10 kmの範囲毎に評価した標準偏差σと震源距離 X、地震内のばらつきの標準

偏差 ϕと Xの関係を示す。
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図 2.30: MJ範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕと震源距離 Xの関係
（地殻内地震）

MJ範囲毎、X ± 10 km範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕを示す。
同じ地震規模範囲の ϕを直線で結んで表示している。
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図 2.31: MJ範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕと震源距離 Xの関係
（海溝型地震）

MJ範囲毎、X ± 10 km範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕを示す。
同じ地震規模範囲の ϕを直線で結んで表示している。
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図 2.32:地殻内地震と海溝型地震のデータによる等距離範囲の標準偏差 ϕの比較
X ± 10 km範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕの比較を表す。
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図 2.33:地震間のばらつきの標準偏差 τと評価に使用したデータの距離範囲の上限
の関係
横軸は評価に使用した記録ペアの震源距離範囲の上限値を表す。それらのデータか

ら評価した τとデータの距離範囲の上限値の関係を示す。
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図 2.34:地震規模 MJと σ,τ,ϕの関係（地殻内地震）
MJ ± 0.2範囲毎に評価したばらつき全体の標準偏差σ、地震間のばらつきの標準偏

差 τ、地震内のばらつきの標準偏差 ϕを示す。
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図 2.35:地震規模 MJと σ,τ,ϕの関係（海溝型地震）
MJ ± 0.2範囲毎に評価したばらつき全体の標準偏差σ、地震間のばらつきの標準偏

差 τ、地震内のばらつきの標準偏差 ϕを示す。
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図 2.36: MJ範囲毎の記録ペアから評価した ϕと τの比較（地殻内地震）
MJ ± 0.2範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕと地震間のばらつきの

標準偏差 τをそれぞれ上段と下段に示す。
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図 2.37: MJ範囲毎の記録ペアから評価した ϕと τの比較（海溝型地震）
MJ ± 0.2範囲毎に評価した地震内のばらつきの標準偏差 ϕと地震間のばらつきの

標準偏差 τをそれぞれ上段と下段に示す。
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図 2.38:震源深さと σ,τ,ϕの関係（海溝型地震）
震源深さ± 5km範囲毎に評価したばらつき全体の標準偏差σ、地震間のばらつきの

標準偏差 τ、地震内のばらつきの標準偏差 ϕを示す。
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地震ペアの震源位置間の距離の影響

検討に用いたデータセットの構築にあたり、震源位置が同じ地震ペアの条件とし
て、2地震の震源位置間距離 dxが 3 km以下という条件を設けている。震源の位置
に関して、震源決定の精度以上に細かい議論はできないことから、震源決定の精度
を参考にして dxを設定すれば良いと考えられるが、震源決定の精度を正しく評価
すること自体が難しい問題であり、明確な根拠に基づいて dxを設定することは難し
い。検討において設定した dxの条件が必ずしも適切であるとは限らないため、dx

の条件による影響を確認した。全記録ペアから dxが 2 km以下、および 1 km以下の
記録ペアを抽出し、それぞれのデータセットから σを評価して、dxの違いが σの
評価に及ぼす影響を調べた。dxの条件が異なる 3つのデータセットから評価したσ
を比較して図 2.39に示す。周期 0.2秒程度よりも長周期成分では、dxが小さいほど
σが小さい値を示しているものの、その違いは大きくない。また、短周期成分につ
いては、dxの違いによる σの差はほぼ無いと言える。図 2.39から、dxを更に小さ
くしてもばらつきの評価結果はそれほど大きく変わらないことが確認できる。
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図 2.39:地震ペアの震源位置間距離 dxの条件の違いによる標準偏差 σの比較
地震ペアの震源位置間距離 dxが 3 km以下、2 km以下、1 km以下のそれぞれの
データセットから評価した標準偏差 σの比較。左が地殻内地震のデータによる評価

結果を、右が海溝型地震のデータによる評価結果を示す。
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振幅依存性

ばらつきの標準偏差σについて、Xが大きいほどσが小さい傾向が見られ、ばら
つきが距離依存性を示すことを述べた。通常、地震動振幅は距離に応じて減衰する
ため、震源距離が大きい遠方では振幅レベルは小さい。震源距離と振幅レベルには
相関性があることから、Xが大きいほど σが小さいということは、振幅レベルが小
さいほどσが小さいという見方もできる。確認のため、周期 0.1秒の振幅に着目し、
記録ペアの対数振幅差 vおよび標準偏差 σと記録ペアの最大加速度振幅 Amaxの関
係を比較して図 2.40に示す。上段に vと Amaxの関係を、下段にσと Amaxの関係を
示し、地殻内地震と海溝型地震のデータによる結果をそれぞれ左右に並べて示して
いる。記録ペアの Amaxは水平 2成分の最大加速度のうち大きい方を記録ペアについ
て幾何平均した値とした。σと Amaxの関係を見ると、データの少ない分布の端を除
けば Amaxが大きいほど σが大きい傾向が現れている。

Xと Amaxの影響を分離することは難しいが、簡易な比較として、全記録ペアのう
ち図2.41に網掛けして表示した範囲の、Xがほぼ同じ記録ペアと Amaxがほぼ同じ記
録ペアをそれぞれ抽出し、Xが同じ記録ペアから σと Amaxの関係を調べ、Amaxが
同じ記録ペアからσと Xの関係を調べた。このとき、両者のデータセットの記録ペ
ア数は、地殻内地震と海溝型地震のそれぞれで同程度となるような範囲を選択した。
周期 0.1秒の振幅に対する標準偏差について、図 2.42の上段に Xがほぼ同じ記録
ペアを用いて、Amaxの範囲毎に評価したσを示す。また図 2.42の下段に Amaxがほ
ぼ同じ記録ペアを用いて、Xの範囲毎に評価した σを示す。上段の σと Amaxの関
係を見ると、Amaxに対してσは大きく変化していないように見える。一方、下段の
σと Xの関係については、ばらつきはあるものの、Xが大きいほどσが小さい傾向
が現れている。図 2.42からは、σは Amaxよりも Xに対して明瞭な変化を示すと考
えられる。
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図 2.40:対数振幅差 vおよび標準偏差 σと最大加速度振幅 Amaxの関係
上段は周期 0.1秒の加速度応答振幅の対数振幅差 vと最大加速度振幅 Amaxの関係を
示す。赤線は Amaxを対数等間隔に分割した範囲の vの標準偏差の幅を示す。下段
は Amax範囲毎に評価した標準偏差 σを示す。左列は地殻内地震のデータによる評

価結果を、右列は海溝型地震のデータによる評価結果を示す。
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図 2.41:震源距離 Xおよび最大加速度振幅 Amaxと標準偏差 σの関係を検討するた
めのデータ抽出
記録ペアの震源距離 Xと最大加速度振幅 Amaxの関係を示す。左は地殻内地震の
データ、右は海溝型地震のデータを示す。網掛け範囲は X、Amaxの影響検討に使用

したデータ範囲を表す。
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図 2.42:標準偏差 σと最大加速度振幅 Amax、震源距離 Xの関係
上段はほぼ同じ震源距離の記録ペアを用いて最大加速度振幅 Amaxの範囲毎に評価
した周期 0.1秒の振幅の標準偏差 σを示す。下段はほぼ同じ Amaxの記録ペアを用
いて震源距離 Xの範囲毎に評価した σを示す。それぞれ左は地殻内地震のデータ

による評価結果を、右は海溝型地震のデータによる評価結果を示す。
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2.5 まとめ
地震規模、震源位置、震源メカニズムが同じ 2地震による同一観測点の記録ペア
の加速度応答スペクトル振幅（h=5%）のばらつきを分析し、震源特性の偶然的不確
実性に起因する観測地震動振幅のばらつきの特徴を調べた。得られた知見を以下に
まとめて示す。

• 全記録ペアから評価した地震動の自然対数振幅のばらつきの標準偏差σは、地
震タイプ、周期によって変動があるものの 0.3～0.45程度の値であった。

• 地震規模 MJが大きいほど σの卓越周期が長周期側に変化することがわかっ
た。卓越周期の地震規模依存性は震源スペクトルのコーナー周波数の地震規模
依存性と概ね整合すること、そのような特徴が地震内のばらつきに現れている
ことから、地震毎の断層破壊様式の違いが対象とする地震動振幅のばらつきに
大きな影響を与えていると考えられる。

• 震源距離 Xが大きいほど σが小さい傾向が認められた。また、その傾向は短
周期成分で顕著であった。断層破壊様式の違いによって生じる地震動の方位性
の違いが、地震波伝播経路での散乱の影響によって、遠方では弱まることが影
響していると考えられる。

• 地殻内地震と海溝型地震に対する σを比較すると、地殻内地震の方が大きい
値であった。これは、両者の地震ペアの震源距離に対する分布に違いがあるた
めと考えられる。MJ、Xが同じ条件であれば、地震タイプによる明瞭な違い
は認められなかった。

• σを地震間のばらつきの標準偏差 τと、地震内のばらつきの標準偏差 ϕに分離
したところ、海溝型地震では MJが大きいほど τが小さい傾向が認められた。
地震間のばらつきが地震毎の震源励起特性の違いによって生じていると仮定
すれば、MJが大きいほど震源励起特性のばらつきが小さいと考えることがで
きる。

本検討で調べたばらつきは、想定地震に対する特定地点の地震動予測を考えた場
合、サイト特性と伝播経路特性等が十分にモデル化された理想的な地震動予測がで
きたとしても、なお生じ得る予測の不確実性に対応するものである。地震動予測に
おける偶然的不確実性として、この程度のばらつきを考慮する必要があると言える。
このときのばらつきの要因に、サイト特性の違い、伝播経路の違いは含まれないこ
とから、対象とするばらつきの主な要因は条件（地震規模、震源位置、震源メカニ
ズム）が同じ地震の震源特性の不確実性であると考えられる。ばらつきが全くのラ
ンダムな特徴を示しておらず、ばらつきの卓越周期が地震規模に依存する特徴が認
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められることからも、対象とするばらつきの主な要因の一つが震源特性の不確実性
であると考えられる。
なお、検討に使用したデータはMJが 4前後の地震によるものが中心であって、そ
れよりも規模の大きな地震に対するばらつきの特徴が確認できていない点が課題で
ある。以降では、大規模地震に対する予測地震動振幅のばらつきを評価するために、
地震動シミュレーションに基づく検討を行った。
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第3章 断層モデルによる地震動応答ス
ペクトルの評価方法

3.1 はじめに
震源特性の偶然的不確実性に起因する予測地震動振幅のばらつきを把握するため
に、断層パラメータが異なる多数の断層モデルに対する地震動シミュレーションに
より、予測地震動振幅の分布を評価することは有効な手段である。一般的に、この
ような方法で詳細な頻度分布を評価するためには多くのサンプル数が必要である。
特に大振幅地震動のように平均から大きく外れた低頻度の事象を検討対象とする場
合には、膨大なサンプル数の計算が必要である。評価条件・計算環境にもよるが、評
価点が複数ある場合には十分なサンプル数の計算を、現実的な計算時間で済ませる
ことは難しく、評価を行う上で障害となることがある。断層パラメータの変動によ
る予測地震動振幅の分布を、短時間で精度良く評価するためには、多サンプルの計
算を効率的に実施するための計算方法の工夫が必要である。
本章では、実際の地震動予測で多く利用されている統計的グリーン関数法（Stochas-

tic Green’s Function Method、以下SGFMと表現する）を用いた予測をターゲットと
して、より効率的に地震動応答スペクトルを評価する手法を提案する。また、提案
法を利用して、断層パラメータの変動を仮定した地震動シミュレーションを行い、
予測地震動振幅のばらつきの基本的な特徴を把握する。

3.2 評価方法
短周期地震動は不確定なランダム性を示すことから、全てを物理的なモデルに基
づいて決定論的に評価することは困難である。SGFMでは、通常は要素波となる模
擬地震動の作成において、乱数位相を用いてランダム波のサンプルを作成し、それ
らを合成して地震動を評価する。このとき、用いるサンプルによって評価結果に違
いが生じることから、サンプルを変えた複数ケースの評価を行うといった手段がと
られる。これは、SGFMを用いた地震動予測の計算量が多くなる要因の一つである。
一方、定常ランダム波による応答スペクトルの統計的性質については Carwright

and Longuet-Higgins[66]などによって理論的に調べられており、入力となる地震動の
パワースペクトルが与えられれば、時刻歴応答計算を介さずに平均応答スペクトル
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に対応する振動系の最大応答の期待値を評価することができる。Boore[67][68] は地震
波のフーリエ振幅特性、経時特性を仮定し、その特性に従うランダム波の平均応答
スペクトルを Carwright and Longuet-Higgins[66] による式を用いて、周波数領域で直
接的に評価する方法を提案している。また、岡野・他 [69]は同様の方法を断層モデル
を用いた地震動予測に適用し、平均応答スペクトルを評価する方法を提案している。
これらの方法では、乱数位相を変えた複数のサンプルを用いた計算を必要とせずに、
平均応答スペクトルを直接評価できるという特徴を持つ。ただし、これらの方法で
は平均応答スペクトルの評価だけを対象としており、応答スペクトルの分布自体を
評価対象としていない。短周期地震動振幅の偶然的な不確実性を考える上では、乱
数位相の影響も考慮して予測地震動振幅の分布を評価することが重要である。本章
では、既往研究 [67][68][69]と同様にランダム波による振動系の最大応答評価の理論を利
用して、時刻歴波形を介さずに周波数領域で直接的に応答スペクトルを評価する方
法を検討する。その際、最大応答の期待値だけでなく分布形状を評価対象とした評
価法の提案を目的とする。評価法のイメージを図 3.1に示す。
提案する具体的な応答スペクトル評価のフローを図 3.2に示す。以降は図中の各
ステップに対応する内容に分けて、評価方法を説明する。これらの方法の妥当性に
ついては、後で SGFMによる評価結果との比較を行い確認する。

N1OグリーンS$T（ ）SGFM

#$%&を(いた+$のサンプル
の12により6789を:;

ランダム?によるABCの
DEFGHの89IJをKL:;
（ ）Cartwright and Longuet-Higgins, 1956

UVWT

XYZ[\?のランダム]の^_`T

AM AM

67 67

図 3.1:応答スペクトル評価の効率化のイメージ

3.2.1 各領域からのフーリエスペクトル振幅の評価

提案手法では、断層モデルとして特性化震源モデルの適用を想定している。断層
内の領域 i（単独のアスペリティまたは背景領域）による対象評価点における地震動
の加速度フーリエスペクトル Fi (ω)が以下により表されると仮定する。

Fi (ω) =
Ri

4πρβ3
· Si (ω) · E (ω) · 1

r i
· exp

[
− ωr i

2Qβ

]
·G (ω) (3.1)
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図 3.2:応答スペクトル評価のフロー

Ri はラディエーションパターン係数、ρ, βは媒質の密度と S波速度である。r i は領
域 i の重心から評価点までの距離、Qは S波に対するQ値を表す。また、Si (ω)は
加速度震源スペクトル、E (ω)は高周波数の振幅を低減させるハイカットフィルタ、
G (ω)は地盤応答特性を表す。
加速度震源スペクトル Si (ω)は、ディレクティビティを表現するためにSavage[70]

のモデルを利用して以下のように仮定した。

Si (ω) =
ω2M0i Di√
1+ ω2T2

ci

· Ii (ω) (3.2)

式 (3.2)の Ii (ω)は後述する高周波数側の振幅を補正するための関数であり、Ii (ω)
を除いた項が Savage[70] のモデルを表す。M0i は領域 i の地震モーメントである。Tci

はTci = 1/ (1.078ωci)により与えられる。コーナー周波数ωciはBrune[71]に基づいて、
M0i と領域 i の応力降下量または短周期レベルから算定する。Di はディレクティビ
ティを表す関数であり、破壊形式がユニラテラルの場合は、

Di =
����sin(ωτi/2)
ωτi/2

���� (3.3)

τi =
Li {(β/v) − cosθi }

β
(3.4)

バイラテラルの場合は、

Di =

√
(L0i D0i )2 + (Lπi Dπi )2 + 2L0i Lπi D0i Dπi − cos{ω (τ0i − τπi ) /2}

L0i + Lπi
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(3.5)

D0i =
����sin(ωτ0i/2)
ωτ0i/2

���� (3.6)

τ0i =
L0i {(β/v) − cosθi }

β
(3.7)

Dπi =
����sin(ωτπi/2)
ωτπi/2

���� (3.8)

τπi =
Lπi {(β/v) + cosθi }

β
(3.9)

となる [70]。vは破壊伝播速度、θi は破壊方向に対する評価点の方位、Li ,L0i ,Lπi は領
域 i の長さに関するパラメータである（図 3.3を参照）。本検討では、断層面上の破
壊開始点から同心円状に破壊が拡がると仮定するが、破壊開始点が領域 i の外側に
ある場合は、破壊が領域 i に到達する最初の点を領域 i の破壊開始点とみなし、領
域 i の破壊開始点から領域内部の破壊の伝播を考慮して、領域 i に対する Li または
L0i ,Lπi を見積もった。具体的には、領域 i の破壊開始点が領域 i の端部にある場合
は図 3.3(a)のユニラテラルの場合を、領域 iの内部にある場合は図 3.3(b)のバイラテ
ラルの場合を当てはめ、破壊開始点と領域 iの重心を通る直線が領域 iを横切る長さ
を便宜的に図 3.3における破壊領域の長さとみなして計算する。

(a) (b)
q

i

L
i

L0i

L
pi

q
i

図 3.3:評価点の方向と破壊領域の長さ
（a）破壊がユニラテラルの場合、（b）破壊がバイラテラルの場合
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Savage[70]のモデルは式 (3.2)右辺の Ii (ω)を除いた項により表されるが、このとき、
コーナー周波数よりも高周波数側のRMS振幅 A′i は、破壊形式がユニラテラルの場
合には、

A′i =

√
2M0i

τiTci
(3.10)

と求められ、τiの逆数に比例した方位による振幅レベルの違いが現れる。同じく、バ
イラテラルの場合も、

A′i =

√
2M0i

Tci (L0i + Lπi )

(
L0i

τ0i
+

Lπi
τπi

)
(3.11)

となり、同様に方位性が現れることになる。通常、SGFMでは要素地震のコーナー
周波数ωeよりも高周波数側では、波形がインコヒーレントに足し合されるため、ωe

よりも高周波数側における振幅の方位性は不明瞭になる。その効果を擬似的に表現
するために、式 (3.2)では二次のバタワースフィルタ特性を利用した補正関数 Ii (ω)
によって高周波数側では方位によらず一定の振幅レベル Ai = ω

2
ci M0i となるように

振幅を補正した。

Ii (ω) = exp


ln

(
Ai

A′i

)
· (ω/ωe)2√

1+ (ω/ωe)4


(3.12)

式 (3.2)の震源スペクトルの模式図を図 3.4に示す。図は方位の異なる 2地点に対
する見かけの震源スペクトルの例を示したものであり、図 3.4(a)が式 (3.2)右辺の
Ii (ω)を除いた項に対応し、図 3.4(b)が Si (ω)に対応するスペクトル振幅を示してい
る。この震源スペクトルのモデルを利用して、SGFMによる波形合成の効果を近似
的に再現した評価を行う。

3.2.2 加速度時刻歴包絡形に基づく主要動区間の評価

振動系の最大応答は、総入力エネルギーよりも単位時間あたりの入力エネルギー
の影響が大きいことが知られている（例えば秋山・宮崎 [72]）。従って、最大応答を評
価するためには、入力地震動のうち、最大応答を生じさせる主要動区間における入
力エネルギーを適切に評価することが重要である。本研究では、予測地震動の主要
動区間を次の方法で評価する。
まず、断層内の領域 iからの加速度時刻歴波形の包絡形状 wi (t)をBoore[67]に従っ
て仮定する。

wi (t) = a · tb · exp(−ct) · H (t) (3.13)
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a =

(
e
ϵTwi

)b

(3.14)

b =
−ϵ ln ηw

1+ ϵ (ln ϵ − 1)
(3.15)

c =
b
ϵTwi

(3.16)

H (t)は unit step fuctionを表す。eはネイピア数を表す。係数 ϵおよび ηwはBoore[67]

に倣い ϵ = 0.2、ηw = 0.05と仮定する。継続時間を表すTwi は以下を仮定した。

Twi =
ξi
v
+

(rei − r si)
β

+ tr i (3.17)

ξi は領域 i の破壊開始点から破壊が最後に到達する点までの距離を表す。reiは破壊
が最後に到達する点から評価点までの距離、r siは破壊開始点から評価点までの距離
を表す。tr i はライズタイムを表す。なお、破壊が最後に到達する点は、便宜的に領
域 i の上端のうち破壊開始点から最も遠い点とみなして計算する。式 (3.13)の包絡
形状は最大振幅が 1に規準化されたものであるため、これに最大加速度 Amax, i を乗
じて領域 i による加速度包絡形Wi (t)を計算した。

Wi (t) = Amax, i · wi (t) (3.18)

この Amax, iは、式 (3.1)に基づいて評価したパワースペクトルと後述する式 (3.36)を
用いて評価した周期 0.02秒の最大応答加速度値を与えることとする。
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各領域からの加速度包絡形を、各領域の破壊開始時刻を考慮して重ね合わせるこ
とで、断層全体からの加速度包絡形を評価する。短周期地震動の評価に主眼をおい
て各領域からの加速度包絡形状の二乗和平方根（SRSS）により断層全体からの加速
度包絡形WT (t)を評価する。

WT (t) =

√√√ K∑
i=1

{Wi (t − dti )}2 (3.19)

K は領域の数、dti は領域 i の破壊開始時間遅れを表す。図 3.5にこの加速度包絡形
のモデル化の模式図を示す。
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図 3.5:加速度包絡形状モデル化の模式図

パーセバルの定理より、加速度波形振幅の二乗累積値は入力エネルギーを周波数
領域で積分した値に相当する。本研究では、式 (3.18)により求められる断層全体か
らの加速度包絡形WT (t)について、加速度波形振幅の二乗累積値 P (t)が全時間長か
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ら計算される値の 5%となる時刻を ts、95%となる時刻を teとし、ts～teの区間を主
要動の継続時間Td(= te − ts)と定義した。

P (t) =
∫ t

0
{WT (t)}2 dt (3.20)

ただし、このような評価方法だと、同程度の振幅の 2つの包絡形が時間軸上で大き
くずれて重なるような場合は、主要動の継続時間が過大に評価されてしまい、後の
最大応答加速度の評価に悪影響を及ぼす。そこで、式 (3.19)による加速度包絡形の
評価に際して次の条件を考慮することにした。まず、各領域のうち、最大加速度振
幅 Amax, i が最大となる領域を調べ、評価点に対する寄与が最も大きい領域 j を特定
する。領域 j からの包絡形Wj (t)と、その他の領域 iからの包絡形Wi (t)の時間差が
一定以上の場合には、最大応答に対する領域 iの寄与は小さいと考え、Wi (t) = 0と
置き換えることにする。具体的には、Wi (t)の最大振幅生起時刻 tmi = ϵTwi − dti と
Wj (t)の最大振幅生起時刻 tmjが ��tmi − tmj

�� > ϵTwi となる場合は、領域 i の寄与を無
視してWi (t) = 0と置き換える条件を設定した。

3.2.3 主要動区間のフーリエスペクトルの評価

地震動のフーリエ振幅スペクトルは、地震動の総入力エネルギーを速度に換算し
たエネルギースペクトル（加藤・秋山 [73]）に相当する（桑村・他 [74]）。振動系の最
大応答は総エネルギー入力よりも、単位時間あたりの入力エネルギーとの関係が強
いため、最大応答に寄与する主要動区間における単位時間あたりの入力エネルギー
の評価が重要となる。そのための、主要動区間における地震動のフーリエスペクト
ル振幅 FT (ω)を、岡野・他 [69]を参考に、加速度包絡形状における主要動区間の振幅
に基づいて、各領域からの寄与の SRSSによって以下のように評価した。

FT (ω) =

√√√ K∑
i=1

{
αi |Fi (ω) |2

}
(3.21)

αi =

∫ te
ts
{Wi (t − dti )}2 dt∫ ∞
0 {WT (t)}2 dt

(3.22)

上記の αi は各領域からのフーリエスペクトルの二乗振幅のうち、主要動区間に寄与
する比率を表す。

3.2.4 最大応答加速度分布の評価

加速度フーリエスペクトル振幅が FT (ω)で与えられるランダム波による一質点系
加速度応答の最大値をCarwright and Longuet-Higgins[66]の方法を利用して評価する。

76



加速度応答波形のRMS振幅 σTに対する最大値 Saの比を ηと表す。

η =
Sa

σT
(3.23)

σT =

√
m0

Trms
(3.24)

m0は加速度応答の 0次のスペクトルモーメントであり、次数を kとして以下で表さ
れる。

mk =
1
π

∫ ∞

0

{
ωk · |Ha (ω,ω0,h) |2 · |FT (ω) |2

}
dω (3.25)

|Ha (ω,ω0,h) |2 =
ω4

0 + 4h2ω2
0ω

2(
ω2

0 − ω2
)2
+ 4h2ω2

0ω
2

(3.26)

式 (3.24)では Boore[68]、Liu and Pezeshk[75] に倣い、長周期成分の最大応答評価精度
を改善するために補正した継続時間Trmsを用いた。

Trms = Td + T0

(
γn

γn + ζ

)
(3.27)

T0 =
1
ω0h

(3.28)

γ =
Td

T0
(3.29)

ζ =

√√
2π


1− m2

1

m0m2


 (3.30)

式 (3.27)のnは文献により異なる値を適用した事例が見られるが、本研究では、SGFM
との比較検討に基づいて n = 1と仮定して適用した。

Carwright and Longuet-Higgins[66]によれば、最大値に対応する ηの累積確率分布関
数U (η)は以下によって求めることができる。

U (η) =
[
1− q (η)

]Ne (3.31)
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q (η) =
1
2

1− erf

 η√
2µ

 +√
1− µ2 · exp

(
−1

2
η2

)
·
1+ erf


η

√
1− µ2
√

2µ





(3.32)

√
1− µ2 =

Nz

Ne
(3.33)

Nz =
Td

π

√
m2

m0
(3.34)

Ne =
Td

π

√
m4

m2
(3.35)

ここで、Neは応答加速度波形の時間Tdにおけるピーク数の期待値、Nzはゼロ線を正
の勾配で横切る回数の期待値である。式 (3.32)の erfは誤差関数である。式 (3.31)に
基づいて最大値 Saの累積確率分布を計算する。以上の方法により、乱数位相を変え
た多数サンプルの計算に拠らずに、応答スペクトルの確率分布を直接的に求めるこ
とができる。以降では、上記の提案手法をRandom Vibration Theory Method (RVTM)
と呼ぶ。
なお、Nzが大きい高周波数成分については、ηの期待値は近似的に以下となる [66]。

E
[
η
] ≈ 

√
2 ln Nz +

0.5772√
2 ln Nz

 (3.36)

3.3 統計的グリーン関数法との比較による評価結果の妥
当性確認

提案手法 (RVTM)の妥当性を確認するため、条件が異なる複数の断層モデルを用
いてRVTMとSGFMによる地震動応答スペクトル評価の比較を行った。表 3.1と図
3.6に示す計 7ケース（case1-1, 1-2, 1-3, 1-4, 2-1, 2-2, 2-3）の断層モデルを仮定し、
図 3.7に示した 3地点（A, B, C）における評価結果の比較を行った。

case1-1～1-4はアスペリティが 1個の場合であり、case1-1を基本として、アスペ
リティ位置と破壊開始点位置を変えたケース（case1-2）、アスペリティサイズを小
さくしたケース（case1-3）と大きくしたケース（case1-4）を対象とした。case2-1～
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2-3はアスペリティが 2個の場合であり、それぞれアスペリティ位置と破壊開始点位
置を変えたケースを対象とした。評価対象はS波振幅として、ラディエーションパ
ターン係数は 0.63と仮定した。地盤モデルはS波速度 3.4 km/sの半無限一様媒質を
仮定し、Q値をQ = 100f 0.7と仮定した。 fmax =10Hzと仮定して、 fmaxよりも高
周波数側はハイカットフィルタ E ( f ) = 1/

[
1+ {ω/ (2π fmax)}2

]
により振幅を低下さ

せた。これらは、SGFMとRVTMに対して共通の条件である。SGFMによる評価で
は、各小断層に対応する要素地震波をBoore[67]の方法に従い乱数を用いて作成した。
また、断層分割数による影響を避けるために、入倉 [76]に従い各小断層の破壊時刻に
乱数による揺らぎを導入するとともに、小断層の地震モーメント、ライズタイムの
設定に引田 [77]によるモデル化方法を適用した。
全ケースに対する加速度応答スペクトル（h=5%）の評価結果を図 3.8～図 3.14に
示す。各図は 3つの評価点に対するSGFMとRVTMによる評価結果を重ね書きして
示している。実線が平均振幅を、破線が平均±標準偏差を示している。 SGFMにつ
いては、要素地震波の乱数位相と各小断層の破壊時刻の乱数による揺らぎを変えた
計 50サンプルの計算を行い、それらの応答スペクトルの対数振幅から平均と標準偏
差を評価している。RVTMは式 (3.31)によって得られる確率分布から平均と標準偏
差を数値計算により求めた。図 3.8～図 3.14を見ると、いずれのケース、評価点に
ついても短周期成分に関しては、SGFMとRVTMの評価結果が良く一致している。
SGFMでは、どのケースでも破壊伝播効果の違いによって評価点Aと評価点Bの応
答スペクトル振幅には違いが生じており、RVTMでもその違いが良く再現されてい
る。一方で、長周期成分についてはSGFMとRVTMの評価結果に若干の違いが生じ
ている。
短周期成分では、標準偏差の幅も良く再現されているように見える。加速度応答
振幅の分布形状の対応をより詳しく確認するために、case1-1と case2-1を例として、
SGFMによる評価については追加で450サンプルの計算を行い、計500サンプルの計
算結果から加速度応答振幅の頻度分布を評価した。そして、その頻度分布と、RVTM
で評価した確率分布の形状を比較した。case1-1について、周期 0.02秒、0.1秒、0.5
秒、1秒における加速度応答振幅の分布形状の比較を図 3.15～図 3.18に示す。また、
case2-1について同じ比較を図 3.19～図 3.22に示す。それぞれの図は、SGFMによ
る加速度応答振幅の頻度分布を棒グラフで示しており、赤線でRVTMで評価した確
率分布形状を示している。なお赤線の振幅は、全体のレベルが頻度分布と対応する
ように振幅に一定倍率を乗じて表示した。どちらのケースについても、短周期成分
の振幅については、RVTMによる確率分布形状が、SGFMによる頻度分布の形状を
良く再現している。一方で、長周期成分の振幅については、ばらつきがやや過小評
価の傾向が認められる。
以上のSGFMとの比較結果から、短周期成分の評価に限っては、RVTMを用いた
評価結果はSGFMの多数サンプルの計算結果をほぼ再現しており、簡易な計算であ
りながら十分な精度を持つと考えられる。特に、SGFMでは乱数の影響による評価
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結果の頻度分布を把握するために多数の計算サンプルを必要とするが、RVTMでは
一度の計算で加速度応答振幅の分布形状が得られるというメリットがある。RVTM
を、断層パラメータの不確実性の影響検討に適用すれば、従来よりも多数のサンプ
ル数の計算が可能であるため、不確実性の影響に関してより詳細な分析ができるよ
うになると考えられる。長周期成分の評価精度については課題があるが、本研究で
目的とする断層パラメータの不確実性の影響検討にRVTMを適用するにあたり、長
周期成分の評価精度が大きな問題となるかどうかを次項で確認した。
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表 3.1:検討用断層モデルの断層パラメータ一覧

パラメータ 単位 case1-1 case1-2 case1-3 case1-4

地震モーメント Nm

断層長さ km

断層幅 km

面積 km
2

剛性率 N/m
2

S波速度 km/s

平均破壊伝播速度 km/s

面積 km
2

60 140

地震モーメント Nm 3.37E+18 7.86E+18

応力降下量 MPa 26.5 11.3

面積 km
2

452 372

地震モーメント Nm 1.13E+19 6.84E+18

応力降下量 MPa 4.4 2.4

96

5.53E+18

16

416

9.13E+18

2.8

全体

アスペリティ

背景領域

1.47E+19

32

16

512

3.12E+10

3.4

2.4

パラメータ 単位 case2-1 case2-2 case2-3

地震モーメント Nm

断層長さ km

断層幅 km

面積 km
2

剛性率 N/m
2

S波速度 km/s

平均破壊伝播速度 km/s

面積 km
2

地震モーメント Nm

応力降下量 MPa

面積 km
2

地震モーメント Nm

応力降下量 MPa

面積 km
2

地震モーメント Nm

応力降下量 MPa

412

9.13E+18

2.8

64

4.09E+18

16

36

1.44E+18

16

アスペリティ1

背景領域

アスペリティ2

全体

1.47E+19

32

16

512

3.12E+10

3.4

2.4
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case1-1 case1-2

case1-3 case1-4

case2-1 case2-2

case2-3

図 3.6:検討用断層モデルのアスペリティ位置と破壊開始点位置
灰色網掛けがアスペリティを表す。星印は破壊開始点を表す。
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図 3.7:断層面と地震動評価位置
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図 3.8:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case1-1）
case1-1の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。
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図 3.9:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case1-2）
case1-2の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。
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図 3.10:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case1-3）
case1-3の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。
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図 3.11:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case1-4）
case1-4の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。
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図 3.12:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case2-1）
case2-1の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。
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図 3.13:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case2-2）
case2-2の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。

89



100

101

102

A
cc

. R
es

po
ns

e 
(c

m
/s

2 )
 [h

=
5%

]

0.1 1

Period (s)

case2−3, C

SGFM (Mean)
SGFM (Mean±σ)
RVTM (Mean)
RVTM (Mean±σ)

100

101

102

A
cc

. R
es

po
ns

e 
(c

m
/s

2 )
 [h

=
5%

]

0.1 1

Period (s)

case2−3, A

SGFM (Mean)
SGFM (Mean±σ)
RVTM (Mean)
RVTM (Mean±σ)

100

101

102

A
cc

. R
es

po
ns

e 
(c

m
/s

2 )
 [h

=
5%

]

0.1 1

Period (s)

case2−3, B

SGFM (Mean)
SGFM (Mean±σ)
RVTM (Mean)
RVTM (Mean±σ)

図 3.14:加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果の比較（case2-3）
case2-3の 3つの評価点（A, B, C）における評価結果の比較。黒と赤がそれぞれ

SGFMとRVTMによる評価結果を表し、実線が平均スペクトルを点線は平均±標
準偏差を表す。
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図 3.15:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case1-1,周期 0.02秒）
case1-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 0.02秒の加速度応答振幅の評価結
果の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで

評価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.16:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case1-1,周期 0.1秒）
case1-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 0.1秒の加速度応答振幅の評価結果
の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで評

価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.17:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case1-1,周期 0.5秒）
case1-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 0.5秒の加速度応答振幅の評価結果
の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで評

価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.18:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case1-1,周期 1秒）
case1-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 1秒の加速度応答振幅の評価結果
の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで評

価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.19:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case2-1,周期 0.02秒）
case2-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 0.02秒の加速度応答振幅の評価結
果の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで

評価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.20:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case2-1,周期 0.1秒）
case2-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 0.1秒の加速度応答振幅の評価結果
の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで評

価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.21:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case2-1,周期 0.5秒）
case2-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 0.5秒の加速度応答振幅の評価結果
の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで評

価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.22:加速度応答振幅（h=5%）の分布形状の比較（case2-1,周期 1秒）
case2-1の 3つの評価点（A, B, C）における周期 1秒の加速度応答振幅の評価結果
の比較。棒グラフが SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線はRVTMで評

価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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3.4 断層パラメータの変動による予測地震動振幅のばら
つきに関する基本性状

RVTMを利用して断層パラメータの変動が地震動応答スペクトル予測結果に与え
る影響について基礎的な検討を行う。例として、マグニチュード 7クラスの横ずれ
断層の地震を想定した地震動予測を考え、レシピ [4]に従って断層パラメータを設定
する。このとき、将来発生する地震の断層パラメータを事前に正確に予測すること
はできないため、断層パラメータが不確実な量であると考えて、それらの偶然的な
変動が応答スペクトル予測結果に与える影響について検討する。

3.4.1 検討方法

長さ 32 km、幅 16 km、上端深さ 2 km、傾斜角 90 °の断層面（図 3.23）を仮定し
て、レシピ [4] の (ア)の方法で断層モデルを設定する。このとき、地震モーメント、
短周期レベル、アスペリティ位置、破壊開始点位置、平均破壊伝播速度のパラメー
タについて不確実性を考慮する。地震モーメントと短周期レベル、平均破壊伝播速
度については、経験式に基づいて平均的な値を設定するが、実際の地震では、これ
らの値が必ずしも平均に一致するわけではないため、経験式に対する偶然的な不確
実性を考慮する。また、アスペリティ位置と破壊開始点位置は、これらの位置を事
前に特定することは困難であるため、それらの位置の不確実性を考慮する。不確実
性を考慮した断層パラメータを表 3.2にまとめて示す。不確実性が考えられる断層
パラメータはこれらに限定されるわけではないが、特性化震源モデルの適用を前提
とした場合、地震動予測結果に与える影響が大きい主なパラメータの不確実性とし
て表 3.2に挙げたものが考えられ、同様の既往研究 [5][6][37][7][38]においてもこれらとほ
ぼ同じか、これらのうちの一部のパラメータに着目した検討が行われている。なお、
アスペリティと背景領域の面積、地震モーメント、応力降下量、ライズタイムは、全
体の地震モーメント、短周期レベルに応じてレシピ [4] に従って従属的に変化させ、
地震モーメント、短周期レベルに応じて微視的な断層パラメータも変動するモデル
を検討対象としている。
対象とする断層パラメータの不確実性は表3.2に示す条件を仮定した。地震モーメ
ントM0と短周期レベル Aは、ln M0と ln Aが二次元正規分布に従うと仮定した。こ
のとき、平均値は入倉・三宅 [3]、および壇・他 [36]の関係に従って、断層面積に基づい
て設定した。ln M0の標準偏差は 0.75と仮定した。これは、壇・他 [78]のTable.1に示
される 12地震の断層面積 S、地震モーメントM0のデータを用いて、ln Sと ln M0の
平均的な関係に対する ln M0の標準偏差を評価した結果である。ln Aの標準偏差につ
いては、ln Aと ln M0の平均的な関係が A ∝ M1/3

0 に従うと考え、ln M0の標準偏差の
1/3の値である 0.25とした。また、ln M0と ln Aの相関係数は壇・他 [78]のデータから
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評価した値である 0.63と仮定した。アスペリティ位置については、アスペリティが
断層面内に収まるように一様ランダムに分布すると仮定した。なお、本検討では単
純な条件としてアスペリティは1個、形状は正方形と仮定する。破壊開始点について
も、断層面内に一様ランダムに分布すると仮定した。平均破壊伝播速度 vは正規分
布に従うと仮定した。平均値はGeller[79]に従い、S波速度 βの 0.72倍（v/β = 0.72）
と仮定し、v/βの標準偏差は山田・他 [6] による 0.078と仮定した。これらの条件設
定の妥当性について検討の余地があるが、予測地震動振幅のばらつきに関する定性
的な特徴、各パラメータの変動が予測地震動に及ぼす相対的な影響度の把握を目的
として、仮に表 3.2に示す条件を用いた検討を行った。
上記の条件に従う断層モデルを 500サンプル作成した。サンプル数の妥当性につ
いては後述するが、予測地震動振幅の平均および標準偏差などの基本統計量を安定
して評価するために、500サンプル程度は必要であると判断した。作成した断層モ
デルの M0と Aの関係を図 3.24に示す。本検討では、ln Aの標準偏差を ln M0の標
準偏差の 1/3と仮定しているため、M0と Aの平均的な関係は A ∝ M1/3

0 に従ってい
る。図 3.24の網掛けした範囲については、レシピ [4]に従ってパラメータを設定する
と、アスペリティ面積が断層面積の半分を超え、背景領域のすべり量が負の値とな
る。本検討ではそれらのケースは検討対象から除外した。全断層モデルの M0、A、
および v/βの頻度分布を図 3.25に示す。また、アスペリティ位置と破壊開始点位置
の例を図 3.26に示す。
全断層モデルに対して、複数の評価点での地震動応答スペクトルをRVTMにより
評価する。断層面に対する評価点の位置を図 3.27に示す。評価点は、断層面内で一
様すべりを仮定した場合の等価震源距離 [80] が、等しくなるように同心円状に配置
し、それを複数の距離範囲に対して配置した。このうち、評価点 1, 4, 8, 11の 4地点
については、評価手法の比較のため、SGFMによる評価も行った。評価対象はS波
振幅として、ラディエーションパターン係数は 0.63と仮定した。地盤モデルはS波
速度 3.4 km/s、密度 2.7 g/cm3の半無限一様媒質を仮定し、Q値をQ = 100f 0.7と仮
定した。また、 fmaxを 6 Hzと仮定し、それよりも高周波数側の振幅を低下させた。
SGFMの評価では小断層サイズを 2 km× 2 kmとし、アスペリティ面積は、それら
で表現できる最も近い大きさに置換して表現した。SGFMでは、各小断層に対応す
る要素地震波を Boore[67] の方法に従い、乱数を用いて作成した。このとき、1つの
断層モデルに対して乱数位相を変えた 10波の要素地震波を用いて、それぞれに対す
る評価を行った。従って、SGFMによる評価では断層モデル 500個×要素地震波 10
波＝計 5000回の計算を行った。波形合成にあたっては断層分割数の影響を排除する
ために、入倉 [76]に従い、各小断層の破壊時刻に乱数による揺らぎを導入するととも
に、各小断層の地震モーメント、ライズタイムの設定に引田 [77]によるモデル化方法
を適用した。RVTMによる評価ではSGFMによる評価条件と等価となる条件を設定
した。
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図 3.23:検討対象断層面形状
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図 3.24:作成した断層モデルサンプルの地震モーメントと短周期レベル
500サンプルの断層モデルの地震モーメント M0と短周期レベル Aの関係を示す。
破線は M0と Aの平均を通り A ∝ M1/3

0 の傾きを持つ直線を表す。灰色の網掛けの
領域はレシピに従ってアスペリティ面積を設定した時、アスペリティ面積が断層面

積の 50%を超える領域を示す。
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図 3.26:作成した断層モデルサンプルのアスペリティ位置と破壊開始点位置の例
500サンプルの断層モデルのうちの 20サンプルの断層モデルのアスペリティ位置と
破壊開始点位置を示す。灰色網掛けがアスペリティを、星印が破壊開始点位置を

示す。

0

20

40

60

80

Y
 (

km
)

−80 −60 −40 −20 0 20 40 60 80

X (km)

1

2
345

6

7 8

9

101112

13

14 15

16

17
18

19

20

21 22

23

24
25

26

27

28 29

30

31
32

33

34

35 36

37

38

39

40

41

42 43

44

45

46

47

48

49

Fault

図 3.27:断層面と評価点位置
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表 3.2:不確実性を考慮した断層パラメータ

パラメータ 不確実性の条件

地震モーメント M 0

短周期レベル A

アスペリティ位置 断層面内に一様分布

破壊開始点位置 断層面内に一様分布

平均破壊伝播速度 v

正規分布　(v /β に対して)

　v /β の平均：　0.72　(Geller, 1976)

　v /β の標準偏差：　0.078　(山田・他, 2007)

震源励起特性

に係る主要な断

層パラメータ

断層破壊様式

に係る断層パラ

メータ

二次元正規分布　(lnM 0, lnAに対して)

　lnM 0の平均：　E[lnM 0]=ln(1.46)+19ln(10)　(入倉・三宅, 2001)

　lnAの平均：　E[lnA ]=ln(1.29)+19ln(10)　(壇・他, 2001)

　lnM 0の標準偏差：　0.75　(壇・他, 2003のデータから評価した値)

　lnAの標準偏差：　0.25　(lnM 0の標準偏差の1/3)

　lnM 0とlnAの相関係数：　0.63　(壇・他, 2003のデータから評価した値)
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3.4.2 加速度応答スペクトル評価結果

例として、評価点 1, 4, 8, 11における評価結果について、RVTMで評価した全断
層モデルに対する平均加速度応答スペクトル（h=5%）を図 3.28に示す。図 3.28の
灰線は、各断層モデルに対して式 (3.31)によって表される最大加速度応答の累積確
率分布関数から求められる平均加速度応答スペクトルを表している。ここで、断層
モデル j による最大加速度応答の累積確率分布関数をUj (η)と表すと、全断層モデ
ルによる最大加速度応答の累積確率分布関数 Ū (η)は以下によって評価した。

Ū (η) = 1− 1
N

N∑
j=1

{
1−Uj (η)

}
(3.37)

Nは断層モデル数を表し、この場合は 500である。Ū (η)から評価した平均加速度
応答スペクトルと、平均±標準偏差を図 3.28の黒実線と黒破線で表示している。
同じ評価点 1, 4, 8, 11における、SGFMで評価した全断層モデルに対する平均加
速度応答スペクトル（h=5%）を図 3.29に示す。SGFMでは各断層モデルに対して
乱数位相を変えて作成した要素地震波 10波を用いた評価を行っており、断層モデル
500個×要素地震波 10波＝計 5000回の計算を行っている。図 3.29の灰線は、各断
層モデルに対する要素地震波 10波による評価結果の平均を表している。黒実線と黒
破線は、評価結果 5000波の平均応答スペクトルと、平均±標準偏差を示している。
RVTMと SGFMによる平均応答スペクトルと平均±標準偏差の比較を図 3.30に示
す。個々の断層モデルに対する平均応答スペクトルの評価結果については、評価手法
によって違いが生じる場合も見られたが、全ての断層モデルに対する評価結果の平
均と平均±標準偏差を比較する限りは、手法による違いは小さいと言える。評価点
1, 4, 8, 11のそれぞれにおけるRVTMと SGFMの評価結果について、周期 0.02秒、
0.1秒、0.5秒、1秒の加速度応答振幅の分布形状を比較して図 3.31～図 3.34に示す。
図 3.31～図 3.34はSGFMによる評価結果 5000波の頻度分布を棒グラフで表示して
いる。赤線は式 (3.37)に基づいて評価したRVTMによる確率分布形状を振幅を定数
倍して重ね書きしたものである。RVTMとSGFMによる評価結果は概ね良い対応を
示しており、RVTMはSGFMの評価結果を概ね再現している。前項で示した特定の
断層モデルに対するRVTMとSGFMの比較（図 3.15～図 3.22）では、周期 0.5秒や
周期 1秒の長周期成分ではRVTMとSGFMによる分布形状に違いが見られたが、図
3.31～図 3.34では長周期成分の分布形状も比較的良い一致を示している。特定の断
層モデルに対する手法間の評価誤差に比べて、断層パラメータの不確実性による地
震動振幅の変動の方がはるかに大きいことから、断層パラメータの不確実性による
影響検討に適用する限りは図 3.15～図 3.22に見られた評価誤差が大きな問題になる
ことは無いと考えられる。これらの結果から、断層パラメータの不確実性による予
測地震動振幅の分布評価に対して、RVTMは十分に適用可能な方法であると判断で
きる。以降ではRVTMによる評価結果に基づいて、断層パラメータの変動が予測地
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震動振幅に与える影響について考察する。なお、SGFMでは図 3.31～図 3.34の頻度
分布を得るために 5000サンプルの計算を要するが、RVTMでは 500個の断層モデ
ルに対する 500回の計算によって、SGFMによる頻度分布と同等の確率分布形状を
推定できている。RVTMは計算量の面でメリットがあるだけでなく、確率分布形状
が数値的に評価できることから、地震ハザード解析のような確率論的な検討に対し
て親和性が高い評価手法であると言える。
代表的な評価点における、加速度応答スペクトル評価結果の平均、標準偏差を比較
して図 3.35～図 3.38に示す。図 3.35と図 3.36は断層走向に対する方向が同じで、距
離が異なる 4つの評価点における評価結果を比較したものである。図 3.37と図 3.38
は断層面からの距離（断層面上で一様すべりを仮定した時の等価震源距離 [80]）が同
じで、断層走向に対する方向が異なる 4つの評価点における評価結果の比較である。
まず、各図の左側に示す平均応答スペクトルに着目すると、当然ながら距離が遠い
ほど平均応答スペクトルは小さくなっている（図 3.35、図 3.36）。また、断層面か
らの距離が同じであれば、断層走向に対する方向に拠らず、平均応答スペクトルは
同程度であった（図 3.37、図 3.38）。個々の断層モデルによる評価結果は、破壊開
始点位置やアスペリティ位置に応じて破壊進行方向やアスペリティ付近で地震動振
幅が大きくなるため、断層面からの距離が同じ場所でも同じ振幅になるとは限らな
い。しかし、破壊開始点位置やアスペリティ位置が異なる多数の断層モデルに対す
る地震動予測結果の平均については、個々の断層モデルに応じた違いは平均化され
るため、断層面からの距離が同じ評価点ではほぼ同じ平均振幅になると考えられる。
なお、図 3.37の断層面に近い評価点（1, 2, 3, 4）で振幅に僅かな違いが生じている
のはアスペリティの影響と考えられる。4つの評価点は断層面上で一様すべりを仮
定した時の等価震源距離が同じとなるように配置されている。評価に用いた 500サ
ンプルの断層モデルではアスペリティ位置をランダムに配置しているが、アスペリ
ティは断層面内に収まるようにランダムに配置されるため、多数の断層モデルサン
プルによる平均すべり量分布は断層面上で一様にはならず、断層端部で小さくなる
分布形状となる。つまり、一様すべりの条件に基づいて設定した 4つの評価点の配
置は厳密に距離の影響が同じとなる配置ではないと言え、断層近傍の地震動評価結
果にその違いが現れていると考えられる。遠方ではこのような違いは目立たなくな
るため、図 3.38では評価点に拠らず平均応答スペクトルはほぼ一致している。
次に、応答スペクトルの標準偏差を比較する。評価点毎に標準偏差の大きさに違
いがあるが、長周期成分で標準偏差が大きい周期特性を持つ点は評価点に拠らず共
通している。長周期成分のばらつきが大きい要因の一つは、検討において仮定した
不確実性の条件と考えられる。評価において仮定した断層パラメータの不確実性の
うち、地震モーメントの不確実性と、短周期レベルの不確実性は、それぞれ地震動
振幅の長周期成分、短周期成分の評価結果に対する影響が大きい。本検討では、地
震モーメントの標準偏差を、短周期レベルの標準偏差の 3倍と仮定しており、地震
モーメントのばらつきを相対的に大きく設定している。そのため、地震動評価結果
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の長周期成分のはばらつきが相対的に大きくなっていると考えられる。また、もう
一つの原因として、対象とする断層モデルの震源スペクトルのコーナー周波数が平
均的に 0.5 Hz程度（周期 2秒程度）となっており、この周期付近ではアスペリティ
位置や破壊開始点位置などの断層破壊様式の不確実性により、震源から放射される
地震動振幅の方位による違いが大きくなるため、ばらつきが大きくなっていると考
えられる。長周期成分においてばらつきが大きくなるという周期特性は、第 2章に
おける観測地震動振幅の偶然的不確実性によるばらつきの特徴とは整合しておらず、
単純に表 3.2のような地震モーメントと短周期レベルの不確実性を仮定しただけで
は、観測事実に見られる特徴と整合したばらつきにはならないことがわかった。
各評価点の標準偏差の違いを見ると、図 3.37、図 3.38より、断層走向に対する方
向によって標準偏差に違いが見られ、特に断層走向の延長線上にある評価点では標
準偏差が大きい傾向がある。また、図 3.35より、断層走向方向の評価点では距離が
近いほど標準偏差が大きい傾向が見られるが、図 3.36の断層走向に直交する方向の
評価点では距離による標準偏差の違いは小さい。各方向の標準偏差の違いには、断
層破壊様式の不確実性が大きく影響している。断層走向方向の評価点では、破壊開
始点位置が近くにあるか遠方にあるかによって破壊伝播効果が異なり、予測地震動
振幅に大きな違いが生じる。また、アスペリティ位置が近くにあるか遠方にあるか
によっても地震動振幅に大きな違いが生じる。一方、断層走向に直交する方向の評
価点では、破壊伝播効果の影響が現れ難く、幾何学的にアスペリティ位置の違いに
よる振幅の変動が小さいと考えられる。このように破壊様式の不確実性の影響が、
評価点位置による標準偏差の違いを生じさせていると考えられる。
図 3.35～図 3.38だけでは評価点による評価結果の違いが分かり難いため、より多
数の評価点を対象として応答スペクトルの評価を行い、評価結果の平均と標準偏差
の空間分布図を作成した。周期 0.02秒、0.1秒、0.5秒、1秒の振幅に対する平均と
標準偏差の水平面上のコンター図を図 3.39～図 3.42に示す。図中の白線が断層面の
位置を表す。図の範囲内に 2 km間隔で評価点を置き、全ての評価点における評価結
果から平均と標準偏差を求め、それらのコンター図を示している。なお、コンター
図の作成にあたっては断層モデルのサンプル数を追加して、計 10000サンプルの断
層モデルに対する評価を行った。これは、より安定した基本統計量（平均、標準偏
差）の空間分布を把握するための措置である。断層モデル数の影響について、評価
点 1における周期 0.02秒の振幅に対する評価を例として、評価結果の平均、標準偏
差と断層モデル数の関係を図 3.43に示す。図は横軸が断層モデル数を表し、それぞ
れの断層モデル数に対して評価した平均と標準偏差をプロットしている。断層モデ
ル数が少ないと、平均および標準偏差が安定して求められないが、断層モデル数が
多くなれば評価結果が安定してくる様子が確認できる。断層モデル数がどれだけ必
要かを断定することは難しいが、図 3.43を見る限り、500以上であれば平均と標準
偏差の評価に大きな問題はないと考えられる。ただし、実際に 500個の断層モデル
の結果から図 3.39～図 3.42のコンター図を作成したところ、やや左右非対称な分布
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形状となり、500個の断層モデルに依存すると考えられる傾向が見られた。そこで、
10000サンプルの計算を実施して分布形状を確認したところ、10000サンプルの評
価結果からはほぼ左右対象な、滑らかな分布形状が得られた。定性的な特徴は 500
サンプルの計算結果でも大きく変わるわけではないが、図 3.39～図 3.42のコンター
図のように評価点毎の平均、標準偏差の細かい差異を見ようとした場合には、より
多くのサンプル数による評価が必要となる。
図 3.39～図 3.42の平均振幅のコンター図を見ると、いずれも断層を中心として
同心円状の分布形状を示している。個々の断層モデルに対する予測地震動振幅の空
間分布は、それぞれのアスペリティ位置や破壊開始点位置に応じた分布形状を示す
が、全断層モデルに対する平均については個々の断層モデルによる影響が平均化さ
れ、単純な同心円状の分布に収束している。また、標準偏差は断層走向の延長線上
で大きく、特に断層端部付近で局所的に大きな値となる。これは、断層破壊様式の
不確実性の影響と考えられ、断層端部付近では破壊開始点位置やアスペリティ位置
によって予測地震動振幅が大きく変動するためである。標準偏差については、断層
面からの距離が同じでも評価点の位置によって値に違いがある。断層パラメータの
不確実性が予測地震動振幅のばらつきに与える影響は、断層面に対する評価点の位
置によって異なると言え、これは断層パラメータの不確実性の影響に関する重要な
特徴の一つである。
断層端部付近では、断層面に近いことで予測地震動振幅の平均が大きいことに加
えて、ばらつきが大きいことから大きな振幅が生じる可能性が高いことがわかる。
一方、断層に直交するような位置では、平均振幅が同程度でもばらつきが小さく、
地震ハザードという観点では大きな違いがある。断層パラメータの不確実性の影響
を考える場合に、断層面に対する評価点の位置関係を考慮することは非常に重要で
ある。
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図 3.28:全断層モデルに対する平均加速度応答スペクトルの評価結果（RVTM）
4評価点における全断層モデルに対するRVTMによる平均加速度応答スペクトル評
価結果の重ね書きを示す。左上の番号が評価点番号を表す。黒実線は全評価結果の

平均スペクトルを、黒破線は平均±標準偏差を表す。
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図 3.29:全断層モデルに対する平均加速度応答スペクトルの評価結果（SGFM）
4評価点における全断層モデルに対するSGFMによる平均加速度応答スペクトル評
価結果の重ね書きを示す。左上の番号が評価点番号を表す。黒実線は全評価結果の

平均スペクトルを、黒破線は平均±標準偏差を表す。
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図 3.30:SGFMとRVTMによる平均加速度応答スペクトルの評価結果の比較
4評価点における SGFMとRVTMによる平均加速度応答スペクトル評価結果の比
較を示す。左上の番号が評価点番号を表す。黒が SGFMの評価結果、赤がRVTM
の評価結果を表す。それぞれ実線が平均を、破線が平均±標準偏差を表す。
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図 3.31:SGFMとRVTMによる加速度応答振幅評価結果の分布の比較（評価点 1）
評価点 1における 4つの周期（0.02秒, 0.1秒, 0.5秒, 1秒）の加速度応答振幅評価結
果の分布の比較。棒グラフは SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線は

RVTMで評価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.32:SGFMとRVTMによる加速度応答振幅評価結果の分布の比較（評価点 4）
評価点 4における 4つの周期（0.02秒, 0.1秒, 0.5秒, 1秒）の加速度応答振幅評価結
果の分布の比較。棒グラフは SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線は

RVTMで評価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.33:SGFMとRVTMによる加速度応答振幅評価結果の分布の比較（評価点 8）
評価点 8における 4つの周期（0.02秒, 0.1秒, 0.5秒, 1秒）の加速度応答振幅評価結
果の分布の比較。棒グラフは SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線は

RVTMで評価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.34:SGFMとRVTMによる加速度応答振幅評価結果の分布の比較（評価点 11）
評価点 11における 4つの周期（0.02秒, 0.1秒, 0.5秒, 1秒）の加速度応答振幅評価
結果の分布の比較。棒グラフは SGFMによる評価結果の頻度分布を表す。赤線は

RVTMで評価した確率分布形状を振幅を定数倍して重ね書きしたもの。
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図 3.35:評価点位置による平均加速度応答スペクトルと標準偏差の比較
4評価点における評価結果の比較。左が平均加速度応答スペクトルの重ね書きを示

す。右は標準偏差の重ね書きを示す。
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図 3.36:評価点位置による平均加速度応答スペクトルと標準偏差の比較
4評価点における評価結果の比較。左が平均加速度応答スペクトルの重ね書きを示

す。右は標準偏差の重ね書きを示す。
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図 3.37:評価点位置による平均加速度応答スペクトルと標準偏差の比較
4評価点における評価結果の比較。左が平均加速度応答スペクトルの重ね書きを示

す。右は標準偏差の重ね書きを示す。
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図 3.38:評価点位置による平均加速度応答スペクトルと標準偏差の比較
4評価点における評価結果の比較。左が平均加速度応答スペクトルの重ね書きを示

す。右は標準偏差の重ね書きを示す。
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図 3.39:平均加速度応答振幅と標準偏差の空間分布（周期 0.02秒）
上が各地点における周期 0.02秒の平均加速度応答振幅のコンター図を示す。下は各

地点における標準偏差のコンター図を示す。白線は断層面の位置を示す。
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図 3.40:平均加速度応答振幅と標準偏差の空間分布（周期 0.1秒）
上が各地点における周期 0.1秒の平均加速度応答振幅のコンター図を示す。下は各

地点における標準偏差のコンター図を示す。白線は断層面の位置を示す。
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図 3.41:平均加速度応答振幅と標準偏差の空間分布（周期 0.5秒）
上が各地点における周期 0.5秒の平均加速度応答振幅のコンター図を示す。下は各

地点における標準偏差のコンター図を示す。白線は断層面の位置を示す。

122



0

20

40

60

80

Y
 (

km
)

−80 −60 −40 −20 0 20 40 60 80

X (km)

100

101

102

103(cm/s2)

100

50

20

10

T=1 (s)Mean Acc. Response

0

20

40

60

80

Y
 (

km
)

−80 −60 −40 −20 0 20 40 60 80

X (km)

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.65
0.7

0.75
0.75

T=1 (s)Standard Deviation

図 3.42:平均加速度応答振幅と標準偏差の空間分布（周期 1秒）
上が各地点における周期 1秒の平均加速度応答振幅のコンター図を示す。下は各地

点における標準偏差のコンター図を示す。白線は断層面の位置を示す。
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図 3.43:断層モデルサンプル数と加速度応答振幅評価結果の平均と標準偏差の関係
（評価点 1、周期 0.02秒）
断層モデルのサンプル数と評価点 1における周期 0.02秒の加速度応答振幅の評価結
果の関係を示す。上は平均加速度応答振幅の比較、下は標準偏差の比較を示す。
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3.4.3 断層パラメータの変動が予測地震動振幅に与える影響

以上の検討で不確実性を考慮した断層パラメータは表 3.2の 5つ（地震モーメン
トM0、短周期レベル A、アスペリティ位置、破壊開始点位置、平均破壊伝播速度 v）
である。各断層パラメータの変動が、予測地震動振幅のばらつきを生じさせている。
このとき、それぞれの断層パラメータが予測地震動振幅のばらつきに与える影響を
明らかにすることは重要である。そこで、各断層パラメータの変動が予測地震動振
幅のばらつきに与える影響について多変量解析により検討した。断層パラメータの
うち、アスペリティ位置と破壊開始点位置については、そのままでは扱い難いため、
アスペリティ中心から評価点までの距離 Xaと、破壊開始点から評価点までの距離
Xhypを用いてそれらの影響を検討した。
まず、各断層パラメータと予測地震動振幅の関係を確認する。評価点 1と評価点

4の評価結果を例として、500個の断層モデルそれぞれに対する周期 0.02秒と 1秒
の平均加速度応答振幅と各断層パラメータの関係を図 3.44～図 3.47に示す。各図は
それぞれの断層パラメータを横軸にとり、各断層モデルに対する対象周期の平均加
速度応答振幅を縦軸にとって両者の関係をプロットしている。図の左下には比較し
た 2変数間の相関係数を示す。図 3.44の評価点 1における周期 0.02秒の予測地震動
振幅について見ると、予測地震動振幅は Aおよび Xaとの間に強い相関性が認めら
れる。Aが大きければ予測地震動の短周期成分の振幅も大きいため、両者には正の
相関性が認められる。Xaについては、アスペリティが近い、すなわち Xaが小さい
ほど予測地震動振幅は大きくなるため負の相関が現れている。その他に、Xhypに対
しては、破壊開始点が遠方にあり破壊が評価点に近づく場合、すなわち Xhypが大き
い場合に予測地震動振幅が大きくなるため、やや弱いものの正の相関性が現れてい
る。図 3.45の周期 1秒の振幅についても類似の傾向が認められるが、M0に対する
相関性が明瞭に現れている点が周期 0.02秒の場合とは異なっている。評価点 4（図
3.46、図 3.47）については、評価点 1と比較して Xa、Xhypとの相関性が不明瞭であ
る点が大きく異なっている。
図 3.44～図 3.47の比較は、個々の断層パラメータと予測地震動振幅の 2変数の関
係のみを見たものであり、各断層パラメータの相対的な影響度は 2変数間の相関係
数のみでは決まらない。そこで、各断層パラメータの相対的な影響を比較するため、
重回帰分析による多変量解析を行った。
評価点毎、周期毎に以下のモデルを仮定して重回帰分析を行った。

ln y = a1 ln M0 + a2 ln A+ a3Xa + a4Xhyp + a5v (3.38)

yは各断層モデルに対して評価した対象周期ポイントの平均加速度応答振幅（h=5%）
を表す。yを目的変数として、5つの断層パラメータ（M0、A、Xa、Xhyp、v）を説明
変数とみなす。a1～a5は各説明変数に対応する偏回帰係数を表す。評価点1と4を例
として、説明変数間の相関性の確認結果を図 3.48、図 3.49に示す。図 3.48、図 3.49
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において各パラメータは平均 0、標準偏差 1に標準化した上でプロットしている。各
図中下には対象とする 2変数の相関係数を赤字で表示している。また、各変数間の
相関係数行列の逆行列の要素（分散拡大要因）の逆数であるトレランス（Tolerance）
を図中に表示する。本検討では、M0と Aの間に表 3.2に示した相関性を仮定してい
るため、両者の間に相関性が認められるが、その他のパラメータは独立に扱ってお
り、相関性は無いことが確認できる。M0と Aの相関性はそれぞれの偏回帰係数の
評価に悪影響を及ぼす恐れがある。一般的にはトレランスが 0.1を下回る場合は共
線性の影響が問題になると判断されることが多いが、図 3.48、図 3.49によればトレ
ランスは 0.1よりも十分に大きい値を示しており、偏回帰係数の評価に大きな問題
はないと考えられる。
目的変数と説明変数は全て標準化した上で回帰分析を行って標準偏回帰係数を評
価した。評価点 1、4、8、11に対する標準偏回帰係数を図 3.50に示す。図 3.50は
評価点毎に標準偏回帰係数 a1～a5を比較して示している。標準偏回帰係数の大きさ
は、各断層パラメータの変動が予測地震動振幅の変動に与える相対的な影響の大き
さを表す。評価点に共通した特徴として、Aの標準偏回帰係数が短周期成分で大き
く、M0の標準偏回帰係数が長周期成分で大きいという特徴が見られる。Aと M0の
変動が、予測地震動振幅の短周期成分、長周期成分の変動に大きな影響を及ぼして
いると言える。なお、M0の標準偏回帰係数は短周期成分では負となっている。これ
は、Aが固定された条件において M0が変動した場合、M0が大きくなるとアスペリ
ティ面積が大きくなり、主要動の継続時間が長くなるために短周期成分の最大振幅
が小さくなるという現象を反映したものである。レシピ [4]の適用を前提とした場合、
M0は予測地震動振幅の短周期成分に対して負の相関を示す。
各断層パラメータの影響を比較するため、係数の大きさだけに注目して図 3.50の
標準偏回帰係数の絶対値を比較して図3.51に示す。各係数の大小関係は、周期によっ
て異なっている。また、評価点によっても異なっている。つまり、各断層パラメー
タの影響度が、周期や評価点によって異なるということを示している。各評価点で
共通する特徴として、予測地震動の短周期成分に対して Aの影響が大きく、長周期
成分に対して M0の影響が大きいことを既に述べたが、それに加えて、評価点 1お
よび 8などの断層走向の延長線上にある評価点では、Xaおよび Xhypの偏回帰係数
が、その他の評価点と比較して大きく、これらの評価点では断層破壊様式の違いの
影響が大きい。これらの結果から、断層破壊様式の不確実性（破壊開始点位置、ア
スペリティ位置、平均破壊伝播速度の不確実性）が予測地震動振幅のばらつきに与
える影響は、断層端部付近の特定の評価点において強く現れることがわかった。一
方、震源励起特性の不確実性（地震モーメント、短周期レベルの不確実性）が予測
地震動振幅に及ぼす影響は評価点によらず共通しており、全評価点に対するばらつ
きの大きさを左右する重要な要因となっていることがわかった。
上記の比較は着目した断層パラメータが予測地震動振幅の変動に与える相対的な
影響を比較したものであって、実振幅のばらつきに対しては、個々の断層パラメー
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タの分散の違いが重要となる。実際のばらつきに対する影響が、必ずしも図 3.51に
見られる相対的な比率で決まっているわけではないが、Xa、Xhypの分散は断層面の
大きさと評価点の位置関係が決まれば、ある程度限定されることに対して、ln M0、
ln Aの分散の根拠は曖昧である。この点からも、地震動シミュレーション結果のば
らつきに対して地震モーメント、短周期レベルの不確実性をどのように設定するか
が重要なポイントになると考えられる。
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図 3.44:断層パラメータと平均加速度応答振幅の関係（評価点 1、周期 0.02秒）
500サンプルの地震モーメント M0、短周期レベル A、アスペリティからの距離 Xa、
破壊開始点からの距離 Xhyp、平均破壊伝播速度 vと、評価点 1における周期 0.02秒

の平均加速度応答スペクトルの関係。図中左下に相関係数を示す。
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図 3.45:断層パラメータと平均加速度応答振幅の関係（評価点 1、周期 1秒）
500サンプルの地震モーメント M0、短周期レベル A、アスペリティからの距離 Xa、
破壊開始点からの距離 Xhyp、平均破壊伝播速度 vと、評価点 1における周期 1秒の

平均加速度応答スペクトルの関係。図中左下に相関係数を示す。
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図 3.46:断層パラメータと平均加速度応答振幅の関係（評価点 4、周期 0.02秒）
500サンプルの地震モーメント M0、短周期レベル A、アスペリティからの距離 Xa、
破壊開始点からの距離 Xhyp、平均破壊伝播速度 vと、評価点 4における周期 0.02秒

の平均加速度応答スペクトルの関係。図中左下に相関係数を示す。
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図 3.47:断層パラメータと平均加速度応答振幅の関係（評価点 4、周期 1秒）
500サンプルの地震モーメント M0、短周期レベル A、アスペリティからの距離 Xa、
破壊開始点からの距離 Xhyp、平均破壊伝播速度 vと、評価点 4における周期 1秒の

平均加速度応答スペクトルの関係。図中左下に相関係数を示す。
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図 3.48:断層パラメータ間の関係（評価点 1）
断層パラメータ間の関係を示す。各パラメータは標準化して示す。図中の赤字はパ
ラメータ間の相関係数を表す。また、各パラメータのトレランスを枠外に表示して

いる。
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133



−1

0

1

S
ta

nd
ar

di
se

d 
P

ar
tia

l R
eg

re
ss

io
n 

C
oe

ffi
ci

et

0.1 1

Period (s)

01

a1
a2
a3
a4
a5

−1

0

1

S
ta

nd
ar

di
se

d 
P

ar
tia

l R
eg

re
ss

io
n 

C
oe

ffi
ci

et

0.1 1

Period (s)

04

a1
a2
a3
a4
a5

−1

0

1

S
ta

nd
ar

di
se

d 
P

ar
tia

l R
eg

re
ss

io
n 

C
oe

ffi
ci

et

0.1 1

Period (s)

08

a1
a2
a3
a4
a5

−1

0

1

S
ta

nd
ar

di
se

d 
P

ar
tia

l R
eg

re
ss

io
n 

C
oe

ffi
ci

et

0.1 1

Period (s)

11

a1
a2
a3
a4
a5

図 3.50:標準偏回帰係数の比較
評価点（1,4,8,11）における標準偏回帰係数を比較して示す。回帰モデル：

ln y = a1 ln M0 + a2 ln A+ a3Xa + a4Xhyp + a5v
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図 3.51:標準偏回帰係数の絶対値の比較
評価点（1,4,8,11）における標準偏回帰係数の絶対値を比較して示す。回帰モデル：

ln y = a1 ln M0 + a2 ln A+ a3Xa + a4Xhyp + a5v
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3.5 まとめ
断層モデルを用いた地震動予測において、ランダム振動論を利用して地震動応答
スペクトルを効率的に評価する手法を提案した。断層パラメータの不確実性を考慮
した多サンプルの地震動シミュレーションに適用した結果、提案手法による予測地震
動の応答スペクトル分布は SGFMによる評価結果をほぼ再現することを確認した。
提案手法はSGFMよりも計算量が少なくて済むという利点があり、多数の断層モデ
ルに対する地震動シミュレーションに適した手法である。
例題として、マグニチュード 7クラスの地殻内地震の断層面を仮定し、断層パラ
メータのうち、地震モーメント、短周期レベル、アスペリティ位置、破壊開始点位
置、平均破壊伝播速度の不確実性を仮定して、500サンプルの断層モデルを作成し、
全断層モデルによる予測地震動振幅を評価した。これらの結果から、断層パラメー
タの不確実性を考慮した地震動シミュレーション結果に関して以下の特徴があるこ
とがわかった。

• 予測地震動振幅の平均値は、断層面を中心として同心円状に減衰する空間分布
形状を示す。個々の断層モデルによる予測地震動の空間分布は、それぞれの断
層破壊様式の特徴を反映した形状となるが、条件が異なる多数の断層モデルの
平均振幅については、個々の断層モデルの影響が平均化され、単純な空間分布
形状になる。

• 予測地震動振幅の標準偏差は断層端部付近で大きく、断層走向に直交する方
向では小さい空間分布形状を示す。これは、アスペリティ位置、破壊開始点位
置、平均破壊伝播速度の不確実性が予測地震動振幅のばらつきに与える影響が
断層面に対する評価点の位置によって異なるためであり、断層端部付近におい
て最も大きな影響が生じるためである。

• 各断層パラメータの不確実性が予測地震動振幅に及ぼす相対的な影響度は評
価点の位置、対象周期によって異なる。ただし、予測地震動振幅の長周期成分
のばらつきには地震モーメントの不確実性が大きな影響を及ぼしており、短周
期成分のばらつきには短周期レベルの不確実性が大きな影響を与えているこ
とは、評価点によらず共通した特徴である。これらは全評価点に対するばらつ
きの大きさを左右する重要な要因となっていることがわかった。断層端部付近
の評価点では、これらにアスペリティ位置、破壊開始点位置、平均破壊伝播速
度の不確実性の影響も加わってばらつきが大きくなる。

断層面に対する評価点の位置によって予測地震動振幅の標準偏差の大きさが異な
ることは断層パラメータの不確実性の影響に関する重要な特徴の一つである。なお、
例題による全評価点に対する予測地震動振幅の標準偏差の大きさ、周期特性は、第
２章で地震観測記録から評価したばらつきの標準偏差と大きく異なっている。ただ
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し、地震動シミュレーションにおいて仮定した地震モーメントおよび短周期レベル
の不確実性の条件を適切に設定することで、地震観測記録から評価した標準偏差の
大きさを再現できる可能性が考えられる。
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第4章 震源特性の偶然的不確実性を考
慮した地震動振幅のばらつきの
シミュレーション

4.1 はじめに
第 2章では観測地震動振幅のばらつきに対して、震源特性の偶然的不確実性が要
因となっている可能性が高いことがわかった。そうだとすれば、第 3章で行った震源
特性の偶然的不確実性を仮定した地震動シミュレーションによって、観測地震動振
幅に見られるばらつきの特徴を再現できると考えられる。そのためには、与条件と
なる断層パラメータの不確実性の条件を適切に設定する必要がある。本章では、ま
ず、第 2章で使用した観測記録を用いて主要な断層パラメータの不確実性の条件を
推定する。その条件に基づいて、震源特性の不確実性を仮定した地震動シミュレー
ションを行い、シミュレーション結果のばらつきと第 2章の観測地震動振幅のばら
つきの特徴を比較し、地震動シミュレーションによるばらつき評価の妥当性を確認
する。そして、同じ不確実性の条件を仮定してマグニチュード 7クラスの大地震を
想定した地震動シミュレーションを行い、観測記録の分析だけでは把握できない大
地震に対する地震動振幅のばらつきを評価する。

4.2 断層パラメータの不確実性の条件
第 3章の地震動シミュレーションと同様に、震源励起特性の不確実性として地震
モーメント、短周期レベルの不確実性を考慮し、断層破壊様式の不確実性として破
壊開始点位置、アスペリティ位置、平均破壊伝播速度の不確実性を考慮する。これら
の断層パラメータの変動の大きさが、予測地震動振幅のばらつきの大きさをコント
ロールすることになる。破壊開始点位置とアスペリティ位置の変動の大きさについ
ては、断層面の大きさが決まることによってある程度限定される。一方、地震モー
メント、短周期レベルの変動については、これらを拘束する明確な根拠がなく、検
討の余地がある。第 3章の検討結果から、震源励起特性の不確実性（地震モーメン
ト、短周期レベルの不確実性）が予測地震動振幅に与える影響は評価点によらず共
通しており、全評価点に対するばらつきの大きさを左右する重要な要因となってい
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ることがわかっており、地震動シミュレーションによって観測事実と矛盾しないば
らつきを評価することを考えた場合、地震モーメント、短周期レベルの不確実性の
条件を適切に与えることが重要であると言える。
そこで、第 2章で使用した記録ペアを用いて、条件が同じ 2地震（震源位置、地
震規模、震源メカニズムが同じ 2地震）の地震モーメント、短周期レベルのばらつ
きを調べた。地震ペア k（対応する 2地震を k1,k2と表す）による観測点 j の記録ペ
アのフーリエスペクトル振幅を yk1j , yk2j と表し、記録ペアの対数振幅差を vk j と表
す。

vk j = ln yk1j − ln yk2j (4.1)

このとき、記録ペアのフーリエスペクトル振幅比は exp
(
vk j

)
である。例として、図

2.6に示した地震ペアによる全観測点の記録ペアのフーリエスペクトル振幅比に対応
する vk jを図 4.1に示す。フーリエスペクトルは、水平 2成分のS波立ち上がり時刻
以降の区間（MJ4.5未満では 8秒間、MJ4.5以上 5.5未満では 10秒間、MJ5.5以上
では 15秒間）を用いて計算し、バンド幅 0.2 Hzの Parzen Windowを用いて平滑し
た振幅の水平 2成分の幾何平均を用いた。灰実線が全観測点の記録ペアのフーリエ
スペクトル振幅比を表す。各記録に対してノイズの影響が少ないと判断した周波数
帯域の振幅のみを検討に使用することとし、図 4.1では有効範囲の値だけを表示し
ている。地震ペア kによる記録ペアが存在する観測点数を Nkとすると、赤実線で
表す平均フーリエスペクトル比に対応する ukは、

uk =
1
Nk

Nk∑
j=1

vk j (4.2)

となる。このとき、平均フーリエスペクトル比は対象とする 2地震の震源スペクト
ルの比と見做すことができる。震源スペクトルがω−2モデルに従うと考えれば、震
源スペクトル比の短周期成分は 2地震の短周期レベル（Ak1,Ak2）の比を表す。従っ
て、ukの短周期成分の平均振幅を ūkと表すと、

ūk ≈ ln Ak1 − ln Ak2 (4.3)

が成り立つ。全ての地震ペアに対して ūkを評価し、そのばらつきを調べることで、
条件が同じ 2地震の短周期レベルの標準偏差 σln Aを評価することができる。

V [ūk] = 2σ2
ln A

σln A =

√
V [ūk]

2
(4.4)
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地震モーメントに対しては、2地震の F-netによる地震モーメント推定結果（M0k1,
M0k2）を利用して、条件が同じ 2地震の地震モーメントの標準偏差 σln M0を評価し
た。

σln M0 =

√
V [ln M0k1 − ln M0k2]

2
(4.5)

図 4.2に全地震ペアについて、地震ペアの震源スペクトル比に対応する ukの重ね
書きを示す。なお、以降ではサフィックス kを省略して表す。uの正負には意味がな
く、ばらつきの大きさだけが問題であるため、1つの地震ペアに対して符号が異な
る 2つの uを表示している。uの周期 0.05秒～0.1秒（周波数 10 Hz～20 Hz）の帯
域の平均振幅 ūを求め、MJに対してプロットした結果を図 4.3に示す。図は上段に
地殻内地震のデータに対する結果を、下段に海溝型地震のデータに対する結果を示
している。赤線は MJ範囲毎のデータの標準偏差の幅を示しており、MJ ± 0.2の範
囲のデータから評価した ūの標準偏差を示している。なお、対象範囲内の地震ペア
数が 10以上となる範囲のみ標準偏差を表示した。MJ範囲毎の ūのばらつきから式
(4.4)に従って、条件が同じ 2地震の短周期レベルのばらつきの標準偏差 σln Aを推
定した結果を図 4.4に示す。赤丸で示す地殻内地震のデータによる評価結果は σln A

と MJの関係は不明瞭であるが、青丸で示した海溝型地震のデータによる評価結果
については、MJが大きいほど σln Aが減少する傾向が現れている。地殻内地震と海
溝型地震の結果を平均的に見れば、図中の破線で示した、

σln A =
1
17

(−0.9MJ + 7.4) (4.6)

に従う関係が認められる。
次に、地震ペアの地震モーメントの比M0k1/M0k2とMJの関係を図 4.5に示す。赤
線は図 4.3と同じMJ範囲毎のデータの標準偏差の幅を示している。これらの標準偏
差から式 (4.5)に従って、条件が同じ 2地震の地震モーメントのばらつきの標準偏差
σln M0を推定した結果を図 4.6に示す。図 4.6からは、地殻内地震と海溝型地震のど
ちらについても、MJが大きいほどσln M0が小さい傾向が現れており、平均的に図中
の破線で示した、

σln M0 =
1
17

(−1.7MJ + 13.1) (4.7)

に従う関係が認められる。σln M0については、F-netによる地震モーメントを用いて
検討を行っており、σln Aに対する記録ペアの分析とは独立に求められているが、ど
ちらも MJが大きいほどばらつきが小さくなる傾向が現れている。

Shearer et al.[81]は多数の地震に対する推定応力降下量のばらつきが、地震規模が小
さいほど大きいことを示し、その原因として規模の小さい地震に対する応力降下量
の推定精度の影響を指摘している。図 4.4でも地震規模が大きいほど短周期レベル
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のばらつきが小さいという傾向が認められたが、本研究では偶然的不確実性による
ばらつきだけを対象としている違いがあるため、同じ要因によるものであるかは不
明である。しかし、観測地震動振幅の地震間のばらつきが、地震毎の震源励起特性
の違いによって生じていると仮定すれば、図 4.4および図 4.6に示す短周期レベル、
地震モーメントのばらつきの規模依存性を考えないと、観測事実を説明することは
できない。なお、短周期レベルと地震モーメントのばらつきの相関係数は、短周期
レベルの比と地震モーメントの比の相関係数から評価することができる。地震ペア
の短周期レベル比と地震モーメント比の関係を図 4.7に示す。両者の相関性は不明
瞭であったが、全データについてみれば相関係数 0.35となる弱い相関性を示すこと
がわかった。
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図 4.1:地震ペアによる全観測点の記録ペアのフーリエスペクトル振幅比の例
図 2.6の地震ペアによるフーリエスペクトル振幅比（exp(v)）を表す。vはフーリ
エスペクトル振幅比の自然対数値に対応する。灰実線が観測点毎の記録ペアによる
フーリエスペクトル振幅比を表し、赤実線が全観測点の平均フーリエスペクトル振

幅比を表す。
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図 4.2:全地震ペアに対する地震の震源スペクトル比の重ね書き
地震ペアの震源スペクトル比に対応する uの重ね書きを表す。地殻内地震に対する

結果を上段に、海溝型地震に対する結果を下段に示す。
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図 4.3:地震ペアの短周期レベルの比と地震規模 MJの関係
2地震の短周期レベルの比に対応する ūと MJの関係を、地殻内地震について上段
に、海溝型地震について下段に示す。赤線は MJ ± 0.2の範囲内のデータから評価
した標準偏差の幅を表す。標準偏差は対象範囲内の地震ペア数が 10以上となる区

間のみ表示。
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図 4.4:条件が同じ 2地震の短周期レベルのばらつきの標準偏差 σln A

赤丸と青丸はそれぞれ地殻内地震、海溝型地震のデータによる評価結果を示す。破
線は MJに対する σln Aの平均的な関係 σln A = (−0.9MJ + 7.4)/17を表す。
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図 4.5:地震ペアの地震モーメントの比と地震規模 MJの関係
2地震の地震モーメントの比 M0k1/M0k2と MJの関係を地殻内地震について上段に、
海溝型地震について下段に示す。赤線は MJ ± 0.2の範囲内のデータから評価した
標準偏差の幅を表す。標準偏差は対象範囲内の地震ペア数が 10以上となる区間の

み表示。
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図 4.6:条件が同じ 2地震の地震モーメントのばらつきの標準偏差 σln M0

赤丸と青丸はそれぞれ地殻内地震、海溝型地震のデータによる評価結果を示す。破
線は MJに対する σln M0の平均的な関係 σln M0 = (−1.7MJ + 13.1)/17を表す。
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す。赤が地殻内地震、青が海溝型地震のデータを示す。
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4.3 地震動振幅のばらつきのシミュレーション
前項では、条件が同じ地震ペアの分析から、短周期レベル、地震モーメントのば
らつきの標準偏差が式 (4.6)、式 (4.7)によって表現できることがわかった。この結果
を用いて断層パラメータの不確実性の条件を仮定し、第 3章で行った断層パラメー
タの不確実性を考慮した地震動評価を行うことで、観測地震動振幅のばらつきの特
徴を再現できる可能性がある。そこで、観測地震動振幅の分析で検討に用いた中小
規模の地震を想定し、断層パラメータの不確実性を考慮した地震動評価により、地
震動振幅のばらつきのシミュレーションを行った。

4.3.1 評価条件

観測地震動振幅のばらつきの分析に用いた記録ペアは MJが 3.4～6.1の地震によ
るものであるが、MJ範囲毎に分けると、十分な数の地震ペアに基づいてばらつきが
評価できるのは、地殻内地震では MJが 3.6～4.6程度、海溝型地震では 3.6～5.2程
度の範囲である。そこで、MJが 3.6～5.2までの範囲を対象として、3.6～5.2を 0.2
刻みで分けた各 MJの地震を想定した地震動振幅のばらつきのシミュレーションを
行った。
まず、各規模のMJに対して、MJと地震モーメントM0の経験式 log M0 = 1.17MJ+

10.72（武村 [63]、M0の単位はNm）を用いて地震モーメントの平均値を設定する。こ
の平均地震モーメントに対応する断層面積 Sを地震本部による内陸地殻内地震のレ
シピ [4]に従って設定した。各地震規模に対する平均地震モーメントE[M0]と、断層
面積 Sを表 4.1の 2列目、5列目に示す。断層面積 Sに対して、断層長さ Lと断層幅
Wの比を 2:1と仮定したときの L,Wを表 3, 4列目に示す。これらの断層面の大きさ
の例を図 4.8に示す。断層上端深さは 2 kmと仮定し、傾斜角 90度の断層面を仮定
した。
これらの断層面を与条件として、地震動評価のための断層パラメータを設定する。
その時に、主要な断層パラメータ（地震モーメント、短周期レベル、アスペリティ
位置、破壊開始点位置、平均破壊伝播速度）の不確実性の条件を仮定し、条件に従
う断層モデルをそれぞれ 500サンプル作成して地震動評価を行った。仮定した不確
実性の条件を表 4.2に示す。地震モーメント M0と短周期レベル Aは、ln M0と ln A

が二次元正規分布に従うと仮定した。地震モーメントの平均値は表 4.1の E[M0]を
用いた。短周期レベルの平均値は壇・他 [36]の経験式を用いて、地震モーメントの平
均値に応じて設定する。地震モーメントと短周期レベルの標準偏差は、条件が同じ
2地震による地震モーメントと短周期レベルのばらつきの検討結果を用いて式 (4.7)、
式 (4.6)により MJに応じて設定することとした。なお、ln M0と ln Aの相関係数は
条件が同じ 2地震の断層パラメータの分析結果（図 4.7）から 0.35と設定した。各
地震規模に対する地震モーメントと短周期レベルの平均と標準偏差を表 4.1の 5～8
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列にまとめて示す。アスペリティ位置はアスペリティが断層面内に収まるように一
様ランダムに分布すると仮定した。このとき、アスペリティ個数は 1個、形状は正
方形と仮定した。破壊開始点位置についても、断層面内に一様ランダムに分布する
と仮定した。平均破壊伝播速度 vは正規分布に従うと仮定した。平均は片岡・他 [82]

を参考にＳ波速度 βに対して v/β = 0.8と仮定し、v/βの標準偏差は山田・他 [6] に
よる値を丸めた 0.1と仮定した。
第 2章の観測地震動振幅のばらつきの分析結果では、遠方の観測点では相対的に
ばらつきが小さい傾向が認められ、その原因として伝播経路での地震波の散乱の影
響が考えられることを述べた。ただし、実際の地震動評価では震源近傍での評価が
重要となるため、本検討では散乱の影響が問題となる遠方の評価は対象とせず、震
源近傍でのばらつきのシミュレーションを対象として、直接的に散乱の効果を考慮
しないで評価を行った。観測地震動振幅のばらつきとの比較においては、観測デー
タは散乱の影響が少ないと考えられる震源近傍のデータのみを用いる。ただし、あ
まりデータを絞るとデータ数が少なくなり過ぎるため、X<80 kmの範囲のデータを
比較に用いた。ばらつきのシミュレーションにおいては同程度の範囲内における複
数の評価点に対してシミュレーションを行い、それら全ての評価結果から震源近傍
における平均的なばらつきの大きさを評価し、観測地震動振幅のばらつきと比較し
た。断層面に対する評価点位置を図 4.9に示す。
表 4.2の条件に従う断層モデルのサンプルを乱数により 500個作成し、それら全て
に対する地震動評価を行い、予測地震動振幅のばらつきを評価した。評価対象は加
速度応答スペクトル（h=5%）とし、第 2章に示した提案手法 (RVTM)を用いて位相
のランダム性を考慮して最大加速度応答振幅の分布を評価した。なお、評価は S波
振幅を対象とし、ラディエーションパターン係数は 0.63と仮定した。地盤モデルは
S波速度 3.4 km/s、密度 2.7 g/cm3の半無限一様媒質を仮定し、Q値をQ = 100f 0.7

と仮定した。本検討では予測地震動振幅のばらつきだけを検討対象とすることから、
主に平均値の変動に影響を与えると考えられる地盤モデル、Ｑ値は単純な条件を設
定している。また fmaxを 6 Hzと仮定し、それよりも高周波数側の振幅を低下させ
た。RVTMによる評価のパラメータの一つである式 (3.12)の ωeは、SGFMにおい
て断層面を 20× 10に分割した場合の小断層サイズに対応するコーナー周波数を設
定し、断層サイズに応じた破壊伝播効果を考慮できるように設定した。なお、評価
における加速度波形の包絡形状のモデルにおいて、第 2章では地震動の継続時間を
式 (3.17)で表している。式 (3.17)は震源での破壊継続時間だけを考慮したものであ
るが、実際に観測される地震波の継続時間は波動伝播経路における複雑な影響によ
り継続時間が伸びることが知られている。式 (3.17)では、観測記録と比較した時に
継続時間を過小評価することになり、この誤差がRVTMによる加速度応答振幅の評
価に影響を与える。これは平均振幅だけでなくばらつきの評価にも影響を与えるた
め、ばらつきのシミュレーションでは、伝播経路の影響による継続時間の伸びを考
慮した現実的な継続時間を用いる必要がある。そこで、Boore and Thompson[83]によ
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る伝播経路の影響による継続時間のモデル DPを利用して、式 (3.17)に DPを加えた
継続時間を用いて評価を行った。DPのモデルを図 4.10に示す。DPは断層最短距離
Rrupをパラメータとしてモデル化されており、断層最短距離が大きいほど継続時間
が長くモデル化されている。本検討では断層最短距離を対象領域（アスペリティま
たは背景領域）の重心から評価点までの距離と読み換えて適用した。

表 4.1:検討用断層モデルの断層パラメータ一覧
各地震規模 MJに対する断層面積 S、断層長さ L、断層幅W、地震モーメントの平
均E[M0]、地震モーメントの標準偏差 σln M0、短周期レベルの平均E[ A]、短周期レ

ベルの標準偏差 σln Aを示す。

M J S (km
2
) L  (km) W  (km) E[M 0](Nm) σ lnM 0 E[A ] (Nm/s

2
) σ lnA

3.6 0.93 1.37 0.68 8.551E+14 0.41 5.030E+17 0.24

3.8 1.34 1.63 0.82 1.466E+15 0.39 6.020E+17 0.23

4.0 1.91 1.96 0.98 2.512E+15 0.37 7.204E+17 0.22

4.2 2.74 2.34 1.17 4.305E+15 0.35 8.622E+17 0.21

4.4 3.92 2.80 1.40 7.379E+15 0.33 1.032E+18 0.20

4.6 5.62 3.35 1.68 1.265E+16 0.31 1.235E+18 0.19

4.8 8.05 4.01 2.01 2.168E+16 0.29 1.478E+18 0.18

5.0 11.52 4.80 2.40 3.715E+16 0.27 1.768E+18 0.17

5.2 16.51 5.75 2.87 6.368E+16 0.25 2.116E+18 0.16
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図 4.8:各地震規模に対する断層面の大きさの例

表 4.2:断層パラメータの不確実性の条件

パラメータ 不確実性の条件

地震モーメント M 0

短周期レベル A

アスペリティ位置 断層面内に一様分布

破壊開始点位置 断層面内に一様分布

平均破壊伝播速度 v

正規分布　(v /β に対して)

　v /β の平均：　0.8　(片岡・他, 2003を参照)

　v /β の標準偏差：　0.1　(山田・他, 2007による値をまるめた値)

震源励起特性

に係る主要な断

層パラメータ

二次元正規分布　(lnM 0, lnAに対して)

　lnM 0の平均：　E[lnM 0]=ln(10)・(1.17M J +10.72)  (武村, 1990)

　lnAの平均：　E[lnA ]=1/3・E[lnM 0]+ln(2.46)+37/3・ln(10)  (壇・他, 2001)

　lnM 0の標準偏差：　σ lnM 0=(-1.7M J +13.1)/17     (M J≦5.2)

　                               σ lnM 0=0.25     (M J >5.2)

　lnAの標準偏差：　σ lnA =(-0.9M J +7.4)/17     (M J≦5.2)

                               σ lnA =0.16     (M J >5.2)

　lnM 0とlnAの相関係数：　0.35

断層破壊様式

に係る断層パラ

メータ
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図 4.10:伝播経路の影響による継続時間のモデル（Boore and Thompson[83]）
DPが伝播経路の影響による継続時間の伸びを表す。Rrupは断層最短距離を表す。
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4.3.2 評価結果

評価結果の例として、MJ3.6のケースの評価点 1における加速度応答スペクトル
（h=5%）評価結果を図4.11に示す。図は500個の断層モデルそれぞれに対してRVTM
で評価した最大加速度応答振幅分布の平均を灰実線により重ね書きして示している。
全断層サンプルから式 (3.37)により評価した分布による平均振幅と平均±標準偏差
の幅を黒実線、黒破線により表示する。この標準偏差のみを図 4.12に示す。図 4.13
に MJ3.6に対する評価の各評価点に対する標準偏差を示す。黒線が各評価点におけ
る標準偏差を表し、赤線が全評価点に対する標準偏差を表している。同様に、全て
の MJに対する標準偏差の評価結果を図 4.14～図 4.17に示す。評価点毎の予測地震
動の平均振幅に対するばらつきは全て断層パラメータの違いによって生じている、
ここでは平均振幅に対するばらつきだけに着目して図 4.13～図 4.17に赤線で示した
全評価点に対する標準偏差と、観測地震動振幅の分析から求めたばらつきの標準偏
差を比較する。
シミュレーション結果のばらつきの標準偏差と、観測地震動振幅のばらつきの標
準偏差の比較を図 4.18に示す。地殻内地震に対するデータが十分に存在する MJ範
囲の結果を比較することとし、シミュレーション結果についてはMJ3.6～4.6の評価
結果を用い、観測地震動振幅の分析結果については MJ ± 0.2の幅を持たせて 3.4～
3.8の範囲の結果を用いて比較した。観測地震動振幅については X<80 kmのデータ
を比較対象とした。多少の違いはあるもののシミュレーション結果の標準偏差は、観
測地震動振幅のばらつきの標準偏差と同程度の大きさとなっている。値の違いは大
きくても± 0.1に収まる程度であった。周期 0.1秒から 0.2秒程度でややばらつきが
大きいという特徴もある程度再現されているように見える。表 4.2の断層パラメー
タの不確実性を仮定したときの予測地震動振幅のばらつきは観測地震動振幅のばら
つきの大きさを概ね再現することが確認できた。

MJ3.6～5.2までの各地震規模に対するシミュレーション結果の標準偏差を比較し
て図 4.19に示す。MJ毎の標準偏差を比較すると、標準偏差が卓越する周期に違い
が見られ、MJが大きいほど標準偏差の卓越周期が長周期側にシフトしている。観測
地震動振幅のばらつきの周期特性（図 2.16、図 2.17）と比較すると、形状に多少の
違いが認められるが、標準偏差の卓越周期の位置および地震規模に対する変化の傾
向は一致している。図 4.19のMJ毎の標準偏差が最大となる卓越周期Tpを読み取っ
た結果を図 4.20に示す。赤四角が各地震規模に対するシミュレーション結果の標準
偏差から読み取ったTpと MJの関係を示している。丸印は観測地震動振幅から評価
した MJ範囲毎の標準偏差の卓越周期（図 2.18）を示している。ばらつきの卓越周
期と MJの関係は観測とシミュレーションが良く対応している。第 2章では、この
ようなばらつきの卓越周期の規模依存性は、地震規模毎の断層サイズに応じた断層
破壊様式の不確実性が影響している可能性を指摘した。実際に地震規模に応じた断
層の拡がりと、その中での破壊様式の不確実性を考慮したシミュレーションによっ
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て、ばらつきの卓越周期の規模依存性が良く再現できることがわかった。断層破壊
様式の不確実性は観測地震動振幅のばらつきに大きな影響を与えており、予測地震
動振幅のばらつきを考えるにあたって、断層破壊様式の不確実性を考慮することは
重要であると考えられる。
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図 4.11:加速度応答スペクトル評価結果の例（MJ3.6、評価点 1）
MJ3.6の地震を対象としたときの評価点 1における加速度応答スペクトル（h=5%）
評価結果を示す。灰実線は 500サンプルの断層モデルに対するそれぞれの平均加速
度応答振幅を示す。黒実線は全断層サンプルから評価した加速度応答振幅分布の平

均、黒破線は平均±標準偏差を表す。
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図 4.12:ばらつきの標準偏差の評価結果の例（MJ3.6、評価点 1）
MJ3.6の地震を対象としたときの評価点 1における断層モデル 500サンプルによる

加速度応答スペクトル（h=5%）評価結果のばらつきの標準偏差を表す。
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図 4.13:シミュレーション結果の標準偏差（MJ3.6）
MJ3.6の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。黒線は各評価

点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.14:シミュレーション結果の標準偏差（MJ3.8, MJ4.0）
MJ3.8および MJ4.0の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.15:シミュレーション結果の標準偏差（MJ4.2, MJ4.4）
MJ4.2および MJ4.4の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.16:シミュレーション結果の標準偏差（MJ4.6, MJ4.8）
MJ4.6および MJ4.8の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.17:シミュレーション結果の標準偏差（MJ5.0, MJ5.2）
MJ5.0および MJ5.2の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.18:シミュレーション結果と観測地震動振幅の標準偏差の比較
赤線は MJ3.6～4.6を対象としたシミュレーション結果による標準偏差を示す。黒
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図 4.19:地震規模毎のシミュレーション結果の標準偏差
各地震規模に対するシミュレーション結果の標準偏差を重ね書きして示す。
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4.4 大地震を対象とした地震動予測のばらつきの評価
表 4.2の断層パラメータの不確実性を仮定したシミュレーションによる予測地震
動振幅のばらつきは観測地震動振幅のばらつきの大きさを概ね再現することを確認
した。表 4.2の不確実性の条件は、ばらつきに関する観測事実と矛盾しない結果を
与えるという点で合理性のある条件と言える。この条件に基づいて、さらに規模の
大きな地震を想定したばらつきのシミュレーションを実施した。

4.4.1 評価条件

MJが5.4～7.0までの範囲を0.2刻みで分けた各MJの地震を対象としたシミュレー
ションを行った。断層パラメータの条件、評価条件は前項と同じである。前項では
ln M0と ln Aの標準偏差を、式 (4.7)、式 (4.6)に従って MJに応じた値として設定し
た。ただし、式 (4.7)、式 (4.6)はいずれも MJが 5.2以下のデータから求めた結果で
ある。図 4.4、図 4.6において、より規模の大きな地震を考えた時に σln A,σln M0 が
MJの増加に応じてそのまま直線的に減少するかどうかは確認できていない。仮に直
線的に減少するならば、MJが 7.0を超えるレベルでは σln A,σln M0が極端に小さく
なり、現実的ではないと考えられる。そこで、MJ > 5.2の地震に対する検討を行う
場合には、σln A,σln M0はMJ > 5.2では一定の値を仮定し、ln M0 = 0.25、lnA = 0.16
と設定した。各地震規模に対する断層面積と、地震モーメントと短周期レベルの平
均と標準偏差を表 4.3に示す。また、地震規模に対する断層面の例を図 4.21に示す。
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図 4.21:各地震規模に対する断層面の大きさの例
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表 4.3:検討用断層モデルの断層パラメータ一覧
各地震規模 MJに対する断層面積 S、断層長さ L、断層幅W、地震モーメントの平
均E[M0]、地震モーメントの標準偏差 σln M0、短周期レベルの平均E[ A]、短周期レ

ベルの標準偏差 σln Aを示す。

M J S (km
2
) L  (km) W  (km) E[M 0](Nm) σ lnM 0 E[A ] (Nm/s

2
) σ lnA

5.4 23.64 6.88 3.44 1.091E+17 0.25 2.533E+18 0.16

5.6 33.86 8.23 4.11 1.871E+17 0.25 3.031E+18 0.16

5.8 48.49 9.85 4.92 3.206E+17 0.25 3.627E+18 0.16

6.0 69.44 11.79 5.89 5.495E+17 0.25 4.341E+18 0.16

6.2 99.46 14.10 7.05 9.419E+17 0.25 5.195E+18 0.16

6.4 142.44 16.88 8.44 1.614E+18 0.25 6.217E+18 0.16

6.6 204.00 20.20 10.10 2.767E+18 0.25 7.440E+18 0.16

6.8 292.17 24.17 12.09 4.742E+18 0.25 8.904E+18 0.16

7.0 382.27 27.65 13.83 8.128E+18 0.25 1.066E+19 0.16

4.4.2 評価結果

各地震規模に対する評価結果について、評価点毎の標準偏差の重ね書きを図4.22～
図 4.26に示す。赤線は全評価点に対する標準偏差を表す。各地震規模のシミュレー
ション結果による全評価点に対する標準偏差を比較して図 4.27に示す。図 4.27では
前項の MJ3.6～5.2に対する結果も含めて、MJ3.6～7.0までの全ての結果を示して
いる。それぞれの MJに対する標準偏差を比較すると、規模に応じて周期特性が変
化する様子が確認できる。標準偏差が最大となる周期は MJが大きいほど長周期側
にシフトしている。これは地震規模毎の断層面の大きさに応じたコーナー周波数の
変化に伴い、断層破壊様式の不確実性の影響が強く現れる周期が変化するためであ
る。MJ3.6～5.2の範囲ではこの卓越周期の変化が観測事実と良く対応することを図
4.20により確認している。MJ3.6～5.2程度の中小規模の地震に対しては、ばらつき
の卓越周期は 0.1秒～0.4秒程度であるが、MJが大きくなるとともに卓越周期が変
化し、MJ7.0ではばらつきの卓越周期が周期 2秒程度になることがわかった。なお、
MJ>5.2では、卓越周期における標準偏差の大きさが次第に大きくなっている。これ
は、断層面積が大きくなることによって、破壊開始点位置、アスペリティ位置の変
動幅が大きくなり、それに応じて振幅の変動が大きくなることを反映していると考
えられる。以上から、MJ7.0の地震に対する地震動予測を考えた場合、長周期成分
では予測地震動振幅のばらつきが相対的に大きくなると考えられる。一方、周期 0.2
秒程度よりも短周期成分については、MJ>5.2の範囲では標準偏差の変化は小さく、
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MJ7.0の場合でも概ね 0.35程度の値となっていた。
第 2章では、条件が同じ記録ペアの分析に基づいて観測地震動振幅のばらつきを
調べているが、MJ>5.2の範囲では条件に当てはまる記録ペアが十分に存在しないた
め、規模が大きい地震に対するばらつきの特徴を観測記録に基づいて調べることは
できていない。従って、中小地震を対象とした検討と同様に、ばらつきのシミュレー
ション結果の妥当性を観測事実との比較に基づいて確認することはできない。直接的
な妥当性の確認とはならないものの、参考のために、より規模が大きな地震記録を用
いて観測地震動振幅の偶然的不確実性によるばらつき検討した既往研究（Morikawa
et al.[48]）との比較を行った。Morikawa et al.[48] はほぼ同じ震源域で発生した複数の
地震（MW5.5～7.5）による同一観測点の観測記録を用いて、地震動予測式 [11] に対
する観測地震動振幅のばらつきを調べている。扱っているばらつきの中に、リファ
レンスとしている地震動予測式のモデル化に起因する誤差が含まれている可能性が
否定できないため、本研究第 2章における観測記録の分析で対象としているばらつ
きと厳密には対応していない可能性があるものの、共通点は多いと考えらるため、
参考までに比較を行った。Morikawa et al.[48]によるばらつきの標準偏差と、MJ5.6～
7.0に対するシミュレーションによる標準偏差を比較して図 4.28に示す。Morikawa
et al.[48]による標準偏差は論文中の図から読み取った値である。地震規模の範囲およ
び対象とする震源距離範囲が厳密に対応していないため、定量的な比較に議論の余
地があるものの、標準偏差の振幅や周期特性は非常に良く対応している。このこと
から、本検討におけるばらつきのシミュレーション結果は、実現象と比較して極端
に乖離するものではないと考える。
地震動振幅のばらつきの卓越周期の地震規模依存性には、断層破壊様式の不確実
性が影響しているが、この場合、断層破壊様式の不確実性の影響は断層面と評価点
の位置関係によって大きく異なることを第 3章で述べた。図 4.27などの標準偏差は
全評価点に対する平均的な標準偏差を示しているが、評価点毎に見た場合には評価
点によって大きな違いが生じている（図 4.22～図 4.26）。そこで、より多数の評価
点を対象として応答スペクトルの評価を行い、評価結果の標準偏差の空間分布図を
作成した。例として MJ7.0を対象としたシミュレーションにおける、周期 0.1秒お
よび周期 2秒の加速度応答振幅に対する標準偏差の空間分布を図 4.29に示す。図中
の白線が断層面の位置を表す。図の範囲内に 2 km間隔で評価点を置き、全ての評価
点における評価結果から平均と標準偏差を求め、それらのコンター図を示している。
コンター図の作成にあたっては、第 3章の検討結果から評価点毎の標準偏差の細か
い差を把握するために、より多くの断層モデルのサンプル数が必要であると考えら
れるため、断層モデルを追加して計 10000サンプルの断層モデルを用いて標準偏差
を評価している。図 4.29から、断層面に対する評価点の位置によって標準偏差には
大きな違いが生じていることがわかる。断層端部付近では標準偏差が大きく、周期
2秒では 0.7を超える大きなばらつきが生じている。評価対象となる断層面と評価
点の位置関係のみから、評価点における標準偏差の大きさを単純に予測することは
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難しいため、評価点毎に断層面との位置関係を考慮した地震動シミュレーションを
行ってばらつきを評価する必要があると考える。その手段として、本研究で適用し
た方法が有効であると言える。
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図 4.22:シミュレーション結果の標準偏差（MJ5.4, MJ5.6）
MJ5.4および MJ5.6の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.23:シミュレーション結果の標準偏差（MJ5.8, MJ6.0）
MJ5.8および MJ6.0の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.24:シミュレーション結果の標準偏差（MJ6.2, MJ6.4）
MJ6.2および MJ6.4の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.25:シミュレーション結果の標準偏差（MJ6.6, MJ6.8）
MJ6.6および MJ6.8の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。

黒線は各評価点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.26:シミュレーション結果の標準偏差（MJ7.0）
MJ7.0の地震を対象としたシミュレーションによる標準偏差を示す。黒線は各評価

点の標準偏差、赤線は全評価点に対する標準偏差を示す。
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図 4.27:地震規模毎のシミュレーション結果の標準偏差
各地震規模に対するシミュレーション結果の標準偏差を重ね書きして示す。
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図 4.28:偶然的不確実性によるばらつきの標準偏差に関する既往研究との比較
色線は MJ5.6～7.0に対するシミュレーション結果の標準偏差を示す。丸印は

Morikawa et al.[48]により国内の MW5.5～7.5の地震記録から評価された偶然的不確
実性によるばらつきの標準偏差を表す。
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図 4.29:シミュレーション結果の標準偏差の空間分布の例（MJ7.0）
MJに対するシミュレーション結果による標準偏差のコンター図を示す。上段は周
期 0.1秒の加速度応答振幅の標準偏差、下段は周期 2秒の加速度応答振幅の標準偏

差を示す。
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4.5 まとめ
想定地震の地震動予測において、断層パラメータの不確実性を考慮した地震動シ
ミュレーションに基づいて、予測地震動振幅のばらつきを把握することを目的とし
た検討を実施した。結果を以下にまとめる。

• 観測事実と矛盾しない合理的なばらつきを評価するために重要となる地震モー
メント、短周期レベルの不確実性の条件を観測記録を用いて調べた。地震規
模、震源位置、震源メカニズムが同じ 2地震の地震モーメント、短周期レベル
のばらつきの標準偏差を調べた結果、地震規模が大きいほど標準偏差が小さい
傾向があることがわかった。記録ペアの地震間のばらつきが地震毎の震源励起
特性の不確実性によって生じていると考えれば、観測地震動振幅のばらつきを
説明するためには、地震モーメント、短周期レベルの不確実性の規模依存性を
考える必要がある。

• 地震モーメントと短周期レベルの不確実性および、断層破壊様式の不確実性を
考慮した地震動シミュレーションを行い、観測地震動振幅のばらつきを評価し
た。MJ3.6～5.2の地震を対象とした震源近傍でのばらつきの評価結果は、観
測地震動振幅のばらつきの特徴を良く再現することを確認した。観測事実と矛
盾しない地震動振幅のばらつきを評価するという目的において、仮定した断層
パラメータの不確実性の条件が妥当であると判断できる。

• 断層パラメータの不確実性の条件を用いて、より規模が大きな地震を想定した
予測地震動振幅のばらつきの評価を行った。規模が大きくなると、ばらつきの
卓越周期が長周期側に変化し、MJ7.0では周期 2秒程度のばらつきが卓越する
ことがわかった。その場合の周期 2秒における全評価点に対する予測地震動振
幅の標準偏差は 0.5程度であった。一方、卓越周期よりも短周期成分の標準偏
差は地震規模による変化が相対的に小さく 0.3～0.35程度の値であった。

• 想定される大地震に対する地震動予測において、震源特性の偶然的不確実性に
起因する予測地震動振幅のばらつきは、短周期成分のばらつきに比べて長周期
成分のばらつきを相対的に大きく見積もる必要があると言える。ばらつきの大
きさは想定する地震の断層面の大きさ、形状、および断層面に対する評価点の
位置によって異なるため、ばらつきを定量的に評価するためには断層パラメー
タの不確実性を考慮した多サンプルの地震動シミュレーションが有効である。

本章で示した断層パラメータの不確実性を仮定した地震動シミュレーションによっ
て、地震動振幅のばらつきについて、観測事実と大きく矛盾しないばらつきを評価
することができることを示した。しかし、観測記録から評価した偶然的不確実性に
よるばらつきの要因が必ずしも明らかになったわけではないため、ばらつきの要因
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とシミュレーションで仮定した不確実性の対応について、今後、より詳細な分析を
行う必要があると考える。ばらつきの特徴についても、標準偏差に着目して比較を
行っているが、分布形状の対応などについて課題が残されている。現状では、観測
記録の数や条件に限りがあるため、観測記録に基づいて分布形状などの詳細な議論
を行うことが難しいが、将来的に様々な条件の観測記録が増えることによって、よ
り詳細な分析が可能になると思われる。
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第5章 結論

本論文では、想定地震の地震動予測において、震源特性の偶然的不確実性に起因
する予測地震動振幅のばらつきを評価することを目的として、地震観測記録の分析
と地震動シミュレーションによる検討を実施した。結論を以下にまとめる。

第 1章「序論」では、想定地震の地震動予測において、震源特性の偶然的不確実
性に起因する予測地震動振幅のばらつきを考慮することの重要性を述べた。予測地
震動振幅のばらつきを評価する方法として、断層パラメータの不確実性を考慮した
多数サンプルの地震動シミュレーションが挙げられるが、不確実性の条件が明らか
でないためにばらつきの定量的評価に課題があること、および多数サンプルの地震
動シミュレーション方法に課題があることを述べた。これらの課題を解決し、震源
特性の偶然的不確実性に起因する予測地震動振幅のばらつきを定量的に評価するこ
とが本研究の目的である。

第 2章「震源特性の偶然的不確実性による観測地震動振幅のばらつきの分析」で
は、震源特性の偶然的不確実性に起因する地震動振幅のばらつきの特徴を地震観測
記録に基づいて検討した。地震規模、震源位置、震源メカニズムが同じ 2地震によ
る同一観測点の記録ペアの加速度応答スペクトル振幅（h=5%）の違いに着目した分
析を行い、地震毎の震源特性の違いに起因すると考えられる観測地震動振幅のばら
つきを抽出した。得られた知見を以下に示す。

• 全記録ペア評価した地震動応答スペクトルの自然対数振幅のばらつきの標準
偏差 σは、地震タイプ、周期によって変動があるものの 0.3～0.45程度の値で
あった。

• 地震規模 MJが大きいほど σの卓越周期が長周期側に変化することがわかっ
た。卓越周期の地震規模依存性は震源スペクトルのコーナー周波数の地震規模
依存性と概ね整合すること、そのような特徴が地震内のばらつきに現れている
ことから、地震毎の断層破壊様式の違いが対象とする地震動振幅のばらつきに
大きな影響を与えていると考えられる。

• 震源距離 Xが大きいほど σが小さい傾向が認められた。また、その傾向は短
周期成分で顕著であった。断層破壊様式の違いによって生じる地震動の方位性
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の違いが、地震波伝播経路での散乱の影響によって、遠方では弱まることが影
響していると考えられる。

• 地殻内地震と海溝型地震による σを比較すると、地殻内地震の方が大きい値
であった。これは、両者の地震ペアの震源距離に対する分布に違いがあるため
と考えられる。MJ、Xが同じ条件であれば、地震タイプによる明瞭な違いは
認められなかった。

• σを地震間のばらつきの標準偏差 τと、地震内のばらつきの標準偏差 ϕに分離
したところ、海溝型地震では MJが大きいほど τが小さい傾向が認められた。
地震間のばらつきが地震毎の震源励起特性の違いによって生じていると仮定
すれば、MJが大きいほど震源励起特性のばらつきが小さいと考えることがで
きる。

対象としたばらつきは、想定地震に対する特定地点の地震動予測を考えた場合、サ
イト特性と伝播経路特性等が十分にモデル化された理想的な地震動予測ができたと
しても、なお生じ得る予測の不確実性に対応するものである。地震動予測における
偶然的不確実性として、この程度のばらつきを考慮する必要があると言える。この
ときのばらつきの要因に、サイト特性の違い、伝播経路の違いは含まれないことか
ら、対象とするばらつきの主な要因は条件（地震規模、震源位置、震源メカニズム）
が同じ地震の震源特性の不確実性であると考えられる。ばらつきが全くのランダム
な特徴を示しておらず、ばらつきの卓越周期が地震規模に依存する特徴が認められ
ることからも、対象とするばらつきの主な要因の一つが震源特性の不確実性である
と考えられる。なお、検討に使用したデータは MJが 4前後の地震によるものが中
心であり、より規模の大きな地震に対するばらつきの特徴が確認できていない点が
課題である。

第3章「断層モデルによる地震動応答スペクトルの評価方法」では、断層パラメー
タの不確実性を考慮した多数サンプルの地震動シミュレーションを効率的に行うため
に、ランダム振動論を利用して地震動応答スペクトルの分布を評価する方法を提案し
た。断層パラメータの不確実性を考慮した地震動シミュレーションに適用した結果、
提案手法による予測地震動の応答スペクトル分布は統計的グリーン関数法（SGFM）
による評価結果をほぼ再現することを確認した。提案手法はSGFMよりも計算量が
少なくて済む利点があり、多数の断層モデルに対する地震動シミュレーションに適
した手法である。例題として、マグニチュード 7クラスの地殻内地震の断層面を仮
定し、地震モーメント、短周期レベル、アスペリティ位置、破壊開始点位置、平均
破壊伝播速度の不確実性を考慮した地震動シミュレーションを行った。これらの結
果から、断層パラメータの不確実性を考慮した地震動シミュレーション結果に関し
て以下の特徴があることがわかった。
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• 予測地震動振幅の平均値は、断層面を中心として同心円状に減衰する空間分布
形状を示す。個々の断層モデルによる予測地震動の空間分布は、それぞれの断
層破壊様式の特徴を反映した形状となるが、条件が異なる多数の断層モデルの
平均振幅については、個々の断層モデルの影響が平均化され、単純な空間分布
形状になる。

• 予測地震動振幅の標準偏差は断層端部付近で大きく、断層走向に直交する方
向では小さい空間分布形状を示す。これは、アスペリティ位置、破壊開始点位
置、平均破壊伝播速度の不確実性が予測地震動振幅のばらつきに与える影響が
断層面に対する評価点の位置によって異なるためであり、断層端部付近におい
て最も大きな影響が生じるためである。

• 各断層パラメータの不確実性が予測地震動振幅に及ぼす相対的な影響度は評価
点の位置、対象周期によって異なる。ただし、予測地震動振幅の長周期成分の
ばらつきには地震モーメントの不確実性が大きな影響を与えており、短周期成
分のばらつきには短周期レベルの不確実性が大きな影響を与えていることは、
評価点によらず共通した特徴である。これらは全評価点に対するばらつきの大
きさを左右する重要な要因となっていることがわかった。断層端部付近の評価
点では、これらにアスペリティ位置、破壊開始点位置、平均破壊伝播速度の不
確実性の影響も加わってばらつきが大きくなる。

断層面に対する評価点の位置によって予測地震動振幅の標準偏差が異なることは断
層パラメータの不確実性の影響に関する重要な特徴の一つである。なお、例題によ
る全評価点に対する予測地震動振幅のな標準偏差の大きさ、周期特性は、地震観測
記録から評価したばらつきの標準偏差と大きく異なっていた。観測事実と矛盾しな
いばらつきを評価するためには、地震モーメントおよび短周期レベルの不確実性の
条件を適切に設定することが重要であることがわかった。

第4章「震源特性の偶然的不確実性を考慮した地震動振幅のばらつきのシミュレー
ション」では、断層パラメータの不確実性を考慮した予測地震動振幅のばらつきの
シミュレーションを行い、観測事実との比較に基づいてばらつきのシミュレーショ
ン結果の妥当性を確認した。また、大規模地震に対するばらつきのシミュレーショ
ンを行い、震源特性の偶然的不確実性に起因する予測地震動振幅のばらつきを評価
した。得られた知見を以下に示す。

• 観測事実と矛盾しない合理的なばらつきを評価するために重要となる地震モー
メント、短周期レベルの不確実性の条件を、観測記録を用いて調べた。地震規
模、震源位置、震源メカニズムが同じ 2地震の地震モーメント、短周期レベル
のばらつきの標準偏差を調べた結果、地震規模が大きいほど標準偏差が小さい
傾向があることがわかった。記録ペアの地震間のばらつきが地震毎の震源励起
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特性の不確実性によって生じていると考えれば、観測地震動振幅のばらつきを
説明するためには、地震モーメント、短周期レベルの不確実性の規模依存性を
考える必要があると言える。

• 地震モーメントと短周期レベルの不確実性および、断層破壊様式の不確実性を
考慮した地震動シミュレーションを行い、観測地震動振幅のばらつきを評価し
た。MJ3.6～5.2の地震を対象とした震源近傍でのばらつきの評価結果は、観
測地震動振幅のばらつきの特徴を良く再現することを確認した。観測事実と矛
盾しない地震動振幅のばらつきを評価するという目的において、仮定した断層
パラメータの不確実性の条件が妥当であると判断できる。

• 断層パラメータの不確実性の条件を用いて、より規模が大きな地震を想定した
予測地震動振幅のばらつきの評価を行った。規模が大きくなると、ばらつきの
卓越周期が長周期側に変化し、MJ7.0では周期 2秒程度のばらつきが大きくな
ることがわかった。その時の周期 2秒における全評価点に対する予測地震動振
幅の標準偏差は 0.5程度であった。一方、卓越周期よりも短周期成分の標準偏
差は地震規模による変化が相対的に小さく 0.3～0.35程度の値であった。

• 想定される大地震に対する地震動予測において、震源特性の偶然的不確実性に
起因する予測地震動振幅のばらつきは、短周期成分のばらつきに比べて長周期
成分のばらつきを相対的に大きく見積もる必要があると言える。ばらつきの大
きさは想定する地震の断層面の大きさ、形状、および断層面に対する評価点の
位置によって異なるため、ばらつきを定量的に評価するためには断層パラメー
タの不確実性を考慮した多サンプルの地震動シミュレーションが有効である。

以上の知見は、想定地震に対する確率論的地震動評価において活用することでき
ると考える。確率論的地震動評価では、偶然的不確実性に起因する地震動振幅のば
らつきを対数正規分布などの確率分布によって表現することが多いが、合理的な評
価を行うためにはは、ばらつきの特徴を適切に反映した確率分布を仮定することが
重要となる。観測記録の分析結果から、偶然的不確実性による地震動振幅のばらつ
きは、地震規模に応じた特徴の違いを示すことがわかった。このような特徴を考慮
することが、より現実的な確率論的地震動評価に繋がると考えれ、ばらつきの特徴
を適切に考慮するための具体的な手段の一つが、本論文で示した断層パラメータの
偶然的不確実性を考慮した地震動シミュレーションであると言える。ばらつきの要
因を考慮したシミュレーションを行うことで、物理的な根拠に基づいた現実的な予
測地震動振幅の分布を得ることが可能であり、観測事実として確認されたばらつき
の規模依存性を表現することも可能となる。このようなシミュレーションによる予
測地震動振幅のばらつきは、仮定する断層パラメータの不確実性の条件に依存する
ため、その条件の合理性が問題となるが、本研究で仮定した条件は、中小地震を対
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象とした検討により観測事実と大きく矛盾しないばらつきが評価可能であるという
点について合理性が確認されている。このようなシミュレーションでは、物理的な
断層破壊の条件の変動による結果として生じる、断層面と評価点の位置に依存した
ばらつきの違いや、応答スペクトルのばらつきの周期間相関性をも考慮することが
できる。地震動予測の偶然的不確実性が、主に震源特性の偶然的不確実性を反映し
ているとすれば、その結果として生じる地震動振幅のばらつきの特徴を考慮するこ
とによって、より合理的な確率論的地震動評価に繋がると考えられる。
本論文では、地震動予測における偶然的不確実性のみを検討対象としているが、
確率論的地震動評価では、偶然的不確実性に加えて認識論的不確実性も適切に考慮
した評価を行う必要がある。認識論的不確実性をどのように考慮するかということ
も大きな問題であり、認識論的不確実性も含めた包括的な不確実性の定量化が将来
の課題である。認識論的不確実性については、今後の地震観測記録の蓄積あるいは
物理探査等の調査結果の蓄積によって新たな知見が増えることによって、より適切
な地震動予測モデルの構築を通じて地震動予測の不確実性を減らすことが可能と考
えられる。そのためには、高密度な地震観測を長期に渡って維持していくとともに、
増え続ける膨大な観測記録から震源位置や地震波伝播経路に応じた詳細な地震動特
性を明らかにしていく努力が必要と考える。
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